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第１章 基本方針 
１－１．基本事項 
（１）業務名 
  電子入札等システムサービス利用業務 

（２）業務目的 
電子入札システム及び入札情報サービス（以下「電子入札等システム」という。）は、

公共事業の工事及び業務の入札手続き等に係る情報を電子化するとともに、電子化し

た情報のやり取りや入札手続き及びそれらの情報の公表をインターネットを介して行

うことで、入札の透明性の確保、客観性の向上、競争性の確保、事務の効率化、移動

コストの縮減等を図ることを目的とし、本県は平成 17年度に導入した。 
現在利用しているシステムが令和８年２月に契約を終了することから、受発注者双

方の利便性の向上、業務の効率化及び運用・保守にかかるコスト削減を目的とする公

募を行い、業務を委託する事業者を選定する。 
（３）業務内容 

以下の業務により構成される。 
①開発業務（サービス提供のための準備行為） 
・基本設計 
・詳細設計 
・プログラム開発 
・開発工程における各種テスト 
・導入準備 
・各種操作マニュアル作成 
・発注者向け操作研修 
・現システムからのデータ移行 

・共同利用市町村(令和６年３月時点：10 市町村)の導入（市町村個別ヒアリング及

びセットアップ） 
②サービス業務 
・システム運用サービス 
・ヘルプデスク 
・障害対応 
・運用・保守管理及び支援（定例打合せの開催等） 

（４）履行場所 
作業については受託者設備内にて実施すること。 

（５）成果物等 

本業務の成果物等は、以下のとおりとする。 
・基本設計書 
・詳細設計書 
・テスト仕様書（テスト計画書、テスト仕様書、テスト結果等） 
・発注者用操作マニュアル 
・入札参加者用操作マニュアル 
・ソフトウェア（システムプログラム本体等） 

・データ移行計画・結果 

・運用保守報告書 
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１－２．基本要件 
（１）調達方針 

現在、運用中のシステム（以下「現システム」という。）と同様に一般財団法人日本

建設情報センターと一般財団法人港湾空港総合技術センターが開発した「電子入札コ

アシステム」を用いて、本仕様書及び提案書に基づき、システムを開発し、本県及び

共同利用する市町村に、ASP サービス（インターネット経由でアプリケーションを提供

するサービス（サービスに必要なシステムは、受託者が調達・運用））を提供すること。 
 

（２）基本方針 
システムの構築に当たって、以下の事項に十分留意すること。 
①ネットワーク等の安定性・信頼性及び安全性 
電子入札システムは、公共工事の調達業務を統括するものであり、運用にあたっ

ては複雑な処理が要求され、使用頻度が非常に高いシステムである。よって、機器、

ネットワークの冗長化、安定性・信頼性に配慮したシステムを構築すること。 
さらに、利用者のデータの安全と保全、システムの安定運用を確保するためにセ

キュリティ対策の充実に十分に配慮すること。 
②処理時間等の高速性 
電子入札システムは、発注者、入札参加者、入札参加予定者等（以下「入札参加

者等」という。）が、様々な情報を常時使用するシステムであることから、利用者の

システムアクセス待ち時間を最短化し、軽快なレスポンスを得るため、最適なソフ

トウェアの選択、システムの設計を最適化する等、高速性の確保されたシステムを

構築すること。 
③利用者が理解しやすい操作性 
電子入札システムは、多数の入札参加者等が利用することから、コンピュータの

初心者でも簡単に操作でき、利用者の誤入力、誤送信を防止するための対策を施し

たものとする必要がある。そのため、画面レイアウト、画面遷移の工夫や操作マニ

ュアルの充実、ヘルプ機能の活用等を有効に組み合わせて、より操作性に優れたシ

ステム構築を行うこと。 

また、システムの更新に当たっては、入札参加者等の操作性・利便性を考慮する

必要があることから、操作性や画面構成は現システムと同等機能を有し、利用者が

分かりやすいレイアウトとすること。 
④経済的で長期的に運用可能なシステム 
電子入札システムは、運用開始後は恒常的・長期的に運用されるものとなること

から、長期的な運用に耐え、維持管理が低廉となるようなトータルコストを考慮し

た設計を行うこと。 
⑤入札制度の改正や技術革新等に対する拡張性及び柔軟性 
入札制度改正、コアシステムのバージョンアップに伴う改修、システムの老朽化

及びＩＴ環境の変化に即した更新などにも経済的に対応できるシステムを構築する

こと。  

（３）対応業務 
次の業務処理が可能であるものとする。 
①入札業務 
ア発注者 
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・案件登録業務等 
・一般競争入札（事前審査）における入札参加資格確認申請書受付業務等 
・指名競争入札（随意契約）における指名（見積依頼）業者の登録等 
・総合評価落札方式（地域企業育成型）における技術評価点の登録等 
・入札金額の受付 
・落札者の決定業務 
イ入札参加者 

   ・利用者登録 
   ・応札環境登録（第２章参照） 

・一般競争入札（事前審査）における入札参加資格確認申請書提出業務等 
・指名競争入札（随意契約）における指名通知書（見積依頼書）の参照等 
・入札書の提出等 
②入札情報公開業務 
・発注見通し 
・入札公告 
・入札（見積）結果 
・契約結果及び変更結果 
・有資格者名簿 

   ③統計管理業務 
   ・システムで管理・蓄積されたデータを CSV で出力できる機能 

なお、詳しい内容については第２章で記述する。 
（４）対象となる入札方式 

次の入札方式に対応するものとし、工事、委託業務いずれも対象とし、すべて電子

くじに対応していること。 
なお業務処理については別紙業務フロー図を基に参照すること。 
①一般競争入札（事前審査） 
②条件付一般競争入札（事後審査） 
③指名競争入札 
④随意契約 
詳しい処理概要については第３章にて記述する。 

（５）従来の紙入札業務形態の継承等 
基本的に従来の紙入札を電子化するものであり、紙入札の業務形態は変更しないも

のとし、紙入札の処理と同等またはそれより短い処理時間を実現すること。 
なお、処理時間、処理件数及び使用する調達機関数等については第４章にて記述す

る。 
（６）既存の事務管理システムとの連携 

既存の事務管理システムから情報を入手し、またシステムにおいて取り入れた入札

金額等の情報を事務管理システムに受け渡すことで情報の二重入力を行わないものと

する。 
なお、事務管理システムを構築していない調達機関もあるため、システム単独であ

っても、調達案件の登録や業者の指名登録等が可能なシステムを構築するものとする。 
詳しい内容については第５章にて記述する。 

（７）認証業務等 
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入札業務の電子化に伴い、対面による本人確認の代替としてインターネットを活用

するシステムであることから、なりすましや改ざん等に対抗する必要がある。 
システムでは電子入札コアシステムの認証機能を使用することで、セキュリティを

確保するものとする。 
（８）ソフトウェア 

発注者及び参加者が、特別な機器やソフトウェアを用意することなく、ウェブ・ブ

ラウザのみで入札に参加することができるものとする。ただし、電子認証関係のため

外部接続機器を必要とする場合の関係ソフトウェアは除く。 
（９）ハードウェアの整備、設置場所及び運用 

サーバ及びそのネットワーク接続の周辺機器等は、システム用に整備するものとし、

設置場所は外部のデータセンター等とする。 
また運用については 24時間 365 日の連続運転を理想とし、データバックアップやシ

ステム維持保守作業等のため定期的にシステムの停止が必要な場合は、深夜等の時間

帯に必要最小限度で行うものとする。 
（10）ネットワーク環境 

システムは以下のネットワーク環境で運用するＡＳＰとする。 
発注者側：発注者とデータセンター間は、ＬＧＷＡＮ接続とする。ただし、受注者

より送付されるファイルの参照については、インターネットを利用する。 
参加者側：入札参加者等とシステム間は、インターネットを利用する。 

 
本システムのサービスを提供する者は、令和８年３月の稼働に支障のないように、

電子入札のＬＧＷＡＮ－ＡＳＰアプリケーション及びコンテンツサービス（総合行政

ネットワーク運営協議会）に登録されていること。 

（11）構築期間 

   構築期間は令和７年４月から令和８年２月までとする。 

（12）計画工程 
計画工程は以下のとおりとし、令和８年３月から稼働するものとする。  

 

 

 

 

 

システム準備、各種テスト、稼働準備を行っている期間は、毎月末に状況の報告を

行うものとする。 
システム準備：既存環境から移行する資産やデータを集約し、新たに構築するイ

ンフラ環境にシステム稼働環境を準備するものとする。 
各種 テス ト：新環境でのシステムテストや運用テスト、既存の事務管理システ

ムとのデータ連携のテストを行い、受入テストの実施によりシステ

ム稼働に問題がないことを確認するものとする。 
稼 働 準 備：システム稼働前に、必要に応じて本県の職員と共同利用市町村の

職員を対象としたシステムの操作研修を予定しているので、要請が

あれば支援を行うものとする。なお、研修場所については別途指示

する。 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

稼働開始

システム準備

各種テスト

稼働準備

令和８年度令和７年度
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（13）共同利用 
本県と県内市町村との共同利用を可能とするシステム設計及び構築を行うこととし、

各自治体で入札方式毎の初期表示が異なる設定（例：予定価格の事前・事後公表や入

札方式毎の入札内訳書の添付有無の設定、指名通知書の定型文等）が可能となるシス

テムとすること。 

なお、令和６年３月時点で県内１０市町村と共同利用にて運用を実施しており、シ

ステム導入において各市町村にヒアリングを行い、各自治体で入札方式毎の初期表示

が異なる設定をシステムに反映すること。 
  
第２章 業務機能 

次の機能を有することとする。 
（１）入札業務 

①案件登録業務等 
調達案件情報をシステムに登録を行うための機能。 

②一般競争入札（事前審査）における入札参加資格確認申請書受付業務等 
一般競争入札（事前審査）において、案件情報を公開し、入札参加資格確認申請書

を受付（確認）する機能。 
③指名競争入札（随意契約）における指名（見積）業者の登録等 
指名（見積）業者情報を検索し、登録等を行う機能。また、指名（見積）の状況の

通知等を行うための機能。 
  ④入札金額の受付及び総合評価落札方式（地域企業育成型）における技術評価点の登 

録等 
入札書の開札を行い、入札金額及びその事務情報を基にした入札状況を登録するた

めの機能。 
⑤落札者の決定業務 
入札（見積）状況により入札（見積）結果を登録し、決定通知書等を発行する機能。 

⑥利用者登録 
既存の事務管理システム等から電子入札システムの業者情報マスタに競争入札参加

者名簿情報を取込み、入札参加者がシステムを利用するに当たり、その情報を使用し

て、必要な情報の登録、修正、更新ができる機能。 
  ⑦応札環境登録 
   特定の項目にチェックを入れることにより、自社の応札環境を県に報告でき、報告 

内容を常時画面上で表示できる機能。 
  ⑧一般競争入札（事前審査）における入札参加資格確認申請書提出業務等 

一般競争入札（事前審査）において、案件情報を検索・参照し、入札参加資格確認

申請書を提出する機能。 
 ⑨指名競争入札（随意契約）における指名通知（見積依頼）の参照等 

指名競争入札（随意契約）において、指名（見積依頼）を受けた者が案件情報を検

索・参照し、指名（見積依頼）通知等を参照するための機能。 
⑩入札書の提出等 
入札を行う案件及び再入札を行う案件に対して、入札書等の提出・受付・締切等を

するための機能。 
（２）入札情報公開業務 
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   公開を予定する項目については、別紙２を参照すること。 
①発注見通し 
工事の場所、期間、種別、入札を行う時期等、発注見通しを登録、公開等を行う機

能。 

②入札公告 
入札業務で登録した案件の入札公告を、公開する機能。また、公告情報をシステム

から直接登録等を行う機能。 
③入札（見積）結果 
入札業務で登録した入札結果情報を、公開する機能。また、結果情報をシステムか

ら直接登録等を行う機能。 
④契約結果及び変更結果 
工事の名称、場所、種別、概要や契約の相手方、契約金額等の契約情報を登録、公

開等を行う機能。 
（３）統計管理業務 
  ①統計資料の出力 

入札結果の情報を基に、案件名称、発注機関名、開札日、公告日、予定価格、入札

参加者、落札者、落札価格等、入札に関する統計資料を一覧でファイル（ＣＳＶ形式

等）が出力できる機能。 
第３章  入札方式別処理概要 
（１）処理概要 

各入札方式の機能を以下に示す。 
①共通機能 
発注者(ＬＧＷＡＮ) 

 案件登録 
 業務画面から案件を新規に直接登録できること。 

既存の事務管理システムから連携された入札案件情報から、登録できる

こと。連携された情報は修正して登録できること。また、未入力の項目

は、補足入力することが可能であること。 
入札案件情報をＣＳＶファイルから取り込み（手動取込）、登録できる

こと（ＥｘｃｅｌファイルからＣＳＶファイルへ変換するツールを提供

すること）。取り込んだ情報は修正して登録できること。また、未入力

の項目は、補足入力することが可能であること。 
複数の案件を一括で登録できること。 
調達案件名称、工事番号、調達区分（工事・業務（委託））、入札方式（一

般競争入札（事前審査）・条件付一般競争入札（事後審査）・指名競争入

札・随意契約）、業務区分（工事：29 業種・業務：測量・土木関係建設

コンサルタント業務・地質調査業務・補償関係コンサルタント業務・建

築設計業務・その他）、落札方式（価格競争・総合評価・総合評価（地

域企業育成型））、政府調達案件（該当・非該当）、入札時ＶＥ（あり・

なし）、内訳書（あり・なし）、電子くじ（該当・非該当）の入力もしく

は選択ができること。 
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工事または案件内容、公告文等ＵＲＬ、入札説明書等ＵＲＬの入力がで

きること。 

一般競争入札の場合、本店または営業所所在地・業種・等級により入札

参加資格の自動チェック機能を有すること。 
契約担当者の情報として契約者名、発注機関（部）、発注機関（課係・

事務所）、役職名、役職氏名が入力できること。 
入札説明書・案件内容に関する説明請求窓口の情報として発注機関

（部）、窓口名が入力できること。 
参加資格なし理由請求窓口として発注機関（部）、窓口名が入力できる

こと。 
非落札理由請求宛先として発注機関（部）、窓口名が入力できること。 
公告日／公示日等・入札説明書説明請求期限・参加申請書受付開始日

時・参加申請書受付締切日時・入札参加資格確認結果通知書発行開始日

時・入札参加資格確認結果通知書発行終了日時・入札書受付開始予定日

時・入札書受付締切予定日時・内訳書開封予定日時・開札予定日時が入

力できること。 
工期または履行期限、実施場所の入力ができること。 

案件検索 
 入札案件情報を条件検索できること。 
 案件変更・削除 
 登録された案件情報を変更・削除できること。 
 予定価格登録 
 予定価格を案件登録時に登録できること。また、事前の公表、未公表を

選択できること。なお、案件登録時に登録しない場合は、開札時に登録

できること。 
 低入札価格調査対象入札案件等識別 
 低入札価格調査基準対象案件、最低制限価格設定案件、どちらも設定し

ない案件であることを選択できること。 
 最低制限価格、低入札調査基準価格、失格基準価格登録 
 最低制限価格または低入札調査基準価格を案件登録時に登録できるこ

と。登録時に事前の公表、未公表を選択できること。また、事前未公表

の場合でも、低入札価格調査基準対象案件、最低制限価格設定案件、ど

ちらも設定しない案件の識別は公表できること。 
（最低制限価格または低入札調査基準価格のどちらも設定しないこと

を選択した場合も登録時に事前の公表、未公表を選択できること。）な

お、最低制限価格または低入札調査基準価格を案件登録時に登録しない

場合は、開札時に登録できること。 
失格基準価格の登録を可能とし、調査基準価格との金額関連チェックを

実施すること。また、過去案件の履歴参照画面でも失格基準価格が参照

できること。 
 



8 
 

 開札日時変更 
 開札日時を変更できること。また、開札時間の設定を繰り上げる変更も

できること。変更情報は日時変更通知等で公開できること。 
入札書提出状況の確認 

 入札書提出状況の確認ができること。 
入札書受付締切 

 入札案件単位で、入札書の受付を自動で締切りできること。また自動で

入札締切通知書を発行できること。 
 紙入札書登録 
 紙で入札書を提出してきた入札参加者の入札金額、くじ番号、提出順を

開札時、開札機能の使用前に登録できること。 
紙入札書不着の電子業者、一般競争入札等で参加申請から紙で参加した

業者、応札途中で紙入札へ変更した電子業者の登録については、紙入札

を入力する画面を表示し、入力できること。 
 開札 

案件毎に開札予定日時が過ぎてから、開札機能が利用できるようになる

こと。 
電子で入札された入札書を一括開札できること。 
開札した入札書を入札金額順に並べ替え、一覧で表示できること。 
開札状況において、「業者状況」の種類の中に「無効」を追加し、開札

後に業者を無効に設定できること。当内容は事務管理システムにも連携

すること。 
対象業者に対して低入札依頼書発行チェックができることとし、チェッ

クした業者に通知書を発行できること。また状況登録画面にも内容を表

示できること。（当機能は宮崎県のみ） 
当内容は事務管理システムにも連携すること。 
内訳書開封予定日時となった時点で、内訳書確認画面でチェックを入れ

て登録を行えること。 
 アナウンス機能 
 落札候補者 1 社に対し、資料提出等の依頼事項をシステムにて通知でき

ること。併せて、依頼を行った落札候補者へメールを自動発信できるこ

と。 
アナウンスは、表示／非表示を切り替えられること。 
１案件に対し、複数のアナウンスを登録できること。 
落札候補者に提示する資料が添付できること。 
登録したアナウンス内容の修正ができること。 
落札候補者から提出された資料が確認できること（ダウンロード機能を

利用）。 
結果登録 

 「落札者決定」、「調査必要・保持保留」、「取りやめ」から選択できるこ

と。 
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落札決定者を登録できること。 
入札参加者に対して落札決定通知書を発行できること。 
既存の事務管理システムから連携された案件については、入札結果の情

報を既存の事務管理システムへ連携すること。また、事務管理システム

と連携していない調達機関等もあるため、入札結果の情報をＣＳＶファ

イルで取り出せるようにすること。 
 くじ引き機能 
 入札状況により、電子くじの機能を使用できること。 

くじ機能を使用した案件については、くじ番号等くじ機能判定の結果を

入札参加者に通知できること（落札者決定時）。 
 通知機能 
 システムから入札参加者に発行される各種通知に対し、入札参加者あて

に電子メールを利用して通知発行を知らせることができること。またど

この自治体から来たメールかわかるように、自治体名を入れること。 
低入札価格調査書類提出依頼書（低入札依頼書発行チェックがされた業者） 

 低入札依頼書発行チェックがされた業者に対して発行できること。 
発行後、見積依頼通知書は参照・印刷できること。 

 再入札対応 
 最低制限価格未満の業者も再入札に参加できるようにすること。 

再入札通知書には、予定価格を超過している入札参加者の中で最低の入

札金額を入札最低金額として表示すること。 
発行後、再入札通知書を参照・印刷できること。 

 見積依頼通知（不落随契の場合） 
 見積依頼業者に対して、見積依頼通知を発行することができること。 

発行後、見積依頼通知書は参照・印刷できること。 
 保留通知書 
 結果登録で、「調査必要・保持保留」を選択し、保留通知書を発行でき

ること。 
発行後、保留通知書は参照・印刷できること。 

 取りやめ 
 入札状況登録の入札状況の種別で「取りやめ」を選択し、開札前あるい

は開札後に、落札者を決定せず、取りやめ通知書を発行できること。 
開札前に取りやめを行う場合は、提出された入札書を「無効」として登

録できること。 
発行後、取りやめ通知書は参照・印刷できること。 

 首長／所属長対応 
 指名通知書や落札決定通知書の各通知書に表示する首長または所属長

の役職及び氏名を各調達機関で設定できること。 
 業者情報検索 
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 システムが管理する業者情報について、業者番号、業者名称、住所等で

曖昧検索ができること。また、検索条件に利用者登録の済、未済の別で

検索できること。 
上記で検索した情報をＣＳＶファイルで出力できること。 
自治体毎に独自の利用者登録が可能な業者の作成ができること。 
上記の独自に登録する場合、複数業者を一括して作成できることとし、

その場合ＣＳＶファイルから取込ができること（Ｅｘｃｅｌファイルか

らＣＳＶファイルへ変換するツールを提供すること）。 
 新規業者登録機能 
 業者情報を入力し、新規の紙業者としてシステムに登録できること。 
 システム利用者等の管理 
 ログイン及びログアウト等のシステムへの接続及び利用権限を管理が

できること。 
 業務支援検索 
 開札日、公告日等で案件毎の事務進捗状況が検索できること。 

進捗状況登録画面に、落札状況を初期表示できること。 
当日の作業内容や案件の処理状況の把握が簡便にできること。 
受領確認状況で、「受領業者数＋紙業者数 ≠ 参加業者数」の場合、受

領業者数を赤字で表示できること。 
ワンタイムパスワード発行 
 業者が添付した内訳書ファイルのダウンロード用ワンタイムパスワー

ドを発行し、画面に表示させること。 
 

発注者(インターネット) 
ログイン機能 

 

 

長さは 8 桁から 64桁の幅で設定可能とすること。 
ワンタイムパスワードを発行しログイン後は使用できなくなること。ロ

グイン失敗回数をシステムで設定でき、回数到達時は発行したパスワー

ドではログインできなくすること。 
案件検索機能 
 ログインユーザの所属配下の案件を対象とする。 

案件番号、案件名称、調達区分、入札方式、検索日付（範囲指定）、案件

状況、開札状況、案件担当者、案件表示順で検索ができること。 
検索結果は一覧で表示できること。 
案件を選択しダウンロード画面に遷移できること。 
検索結果で表示された業者名をクリックすると、該当の業者情報が表示

できること。 
ダウンロード機能 
 入札方式に応じて、対象の申請書がダウンロードできること。 

（競争参加資格確認申請書に関係する書類、VE提案書、内訳書等） 
個別と一括のダウンロードが選択できること。 
ダウンロードの実施状況が確認できること。 
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入札回数に応じた内訳書がダウンロードできること。 
内訳書（入札）、内訳書（見積）の添付ファイルは案件に登録された開封

予定日時を過ぎていない場合、一括 DLボタンでの添付ファイルのダウン

ロードが行えないこと。 
見積明細書（入札）、見積明細書（見積）の添付ファイルは案件に登録さ

れた開札予定日時を過ぎていない場合、一括 DLボタンでの添付ファイル

のダウンロードが行えないこと。 
ダウンロードするファイル名は分かりやすくすること。 

 
 

管理者（発注者） 
 自治体毎に管理者機能が使用できること。管理者機能とは以下の機能をいう。 

①入札業務 
利用者情報管理 

 発注者のＩＣカードに付与する権限を設定できること。 
②入札情報公開業務 
 公表項目の設定 
 自治体毎で公表する項目が異なるため、公表する項目を自治体毎で設定

できること（例：入札公告や指名結果公表時の予定価格の公表・未公表

や最低制限価格の公表・未公表、また指名競争入札では指名結果の公表

時に指名した者の商号等は公表するが、随意契約では見積依頼をした者

の商号等は公表しない点など）。 
 

入札参加者 
 案件検索 
 入札案件情報を条件検索できること。 

検索条件「工事種別」や「工事／業務委託状態」を削除するなど検索が

しやすい画面とすること。 
 案件参照 
 入札案件情報を進捗状況と合わせて一覧で参照できること。また案件内

容の詳細情報を案件単位で参照できること。 
通知された低入札価格調査書類提出依頼書の確認が可能であること。 

 共同企業体の対応 
 一般競争入札等で競争参加資格確認申請書提出時に、代表構成員が共同

企業体を選択でき、共同企業体による電子入札システムでの参加ができ

ること。 
代表構成員が選択する共同企業体名称は、発注者が事前に電子入札シス

テムで作成を可能にすること。若しくは、既存の事務管理システムから

連携された共同企業体を使用できること。 
 入札書 
 所定の形式に従い、入札金額を登録し作成できること。また作成した入

札書を確認、提出できること。 
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任意のくじ番号を登録しないと作成、提出できないこと。 
発注者が内訳書等の添付を指定した場合は、入札書に内訳書を登録し、

提出できること。またその場合は、添付書類が存在しない場合は、提出

できないこと。 
入札書提出開始日時を過ぎるまでは、入札書を提出することができない

こと。 
入札書提出締切日時を過ぎた場合は、入札書を提出することができない

こと。 
入札書提出前に、入札書の内容を印刷できること。なお、その場合は添

付ファイル名が表示できること。 
 入札辞退届提出 
 入札辞退届の作成、確認、提出ができること。 
 アナウンス機能 
 発注者が登録したアナウンス内容をシステムにて確認できること。 

提出依頼のあった資料を添付できること。また、資料提出と同時に、発

注者宛に登録完了のメールが発信されること。 
 落札確認 
 落札の結果を確認できること。 
 利用者登録機能 
 
 

電子入札システムを利用するにあたり、必要な情報の登録、変更、更新

ができること。 
 応札環境報告機能 
 特定の項目にチェックを入れることにより、自社の応札環境を県に報告

でき、報告内容を常時画面上で表示できる機能。（指名を希望しない業

種）既存の事務管理システムに登録情報を連携できること。 
 

入札情報公開業務 
 入札公告、指名結果、入札結果の登録、公開、添付資料 
 既存の事務管理システムから自動連携された情報から登録できること。

連携した情報は、修正、補足入力することが可能であること。また、新

規に画面から直接登録できること。 
発注者は、公開する情報を、公開前に一旦保存し、内容確認後に公開で

きること。 
発注者は情報公開した情報を公開後に、公開中止、修正、削除ができる

こと。 
複数の案件の情報を一括して登録、公開ができること。 
指定した公開日時になると情報を公開できること。 
発注者は、関係する資料（複数資料）を登録し、公開できること。 
入札参加者は、資料をダウンロードすることができること。 
発注者は、資料の登録時に、入札参加者のダウンロード時の認証機能を

設定できること。 
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上記項目については、設計図書等の登録を想定し、ダウンロード（閲覧）

が可能となる業者指定等の条件設定ができること。また、一般競争入札

においては、入札参加資格者のみダウンロード（閲覧）できること。 
発注者は、認証機能を設定した資料（設計図書等）をダウンロードした

入札参加者の商号又は名称等を確認できること。 
入札結果において、失格基準価格（税込）、失格基準価格（入札比較金

額＝税抜）に関する入力、表示ができること。 
 発注見通し 
 ＣＳＶファイルから情報を一括登録できること（Ｅｘｃｅｌファイルか

らＣＳＶファイルへ変換するツールを提供すること）。また、新規に画

面から直接登録できること。 
発注者は情報公開された情報を公開後にも修正、削除できること。 
入札参加者は、検索した情報を印刷できること。 

 契約情報 
 既存の事務管理システムから連携された情報から登録できること。ま

た、修正、補足入力することが可能であること。 
ＣＳＶファイルから複数の案件情報を一括登録できること（Ｅｘｃｅｌ

ファイルからＣＳＶファイルへ変換するツールを提供すること）。また、

新規に画面から直接登録できること。 
発注者は情報公開された情報を公開後にも修正、削除できること。 
発注者は、関係する資料を登録し、公開できること。 
入札参加者は、資料をダウンロードすることができること。 

 
②一般競争入札（事前審査） 
業務フロー図は別紙１－１を参照すること。 
発注者 

 案件登録 
 公告日に公告時刻の設定を追加すること。 
 案件修正 
 案件情報を修正できること。 

設定した公告時刻前の案件情報を修正できること。 
 案件削除 
 案件情報を削除できること。 

設定した公告時刻前の案件情報を削除できること。 
 案件公開 
 入札参加者に対し、設定した時刻に案件情報を公開できること。 
 入札中止 
 公告後、案件を中止できること。また、理由を掲載できること。 
 紙入札業者の登録 
 紙で競争参加資格確認申請書を提出してきた入札参加者の情報を開札

前に登録できること。また、紙で提出される入札書の情報を開札機能の

使用前に登録できること。なお、この登録をした参加者については、電
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子入札システムで当該案件の入札書提出ができないこと。 
 参加申請受付期間の変更 
 参加申請受付期間の日時変更ができること。 
 入札期間、開札日時の変更 
 入札期間、開札日時の変更ができること。変更情報を入札参加者に通知

できること。また、理由を掲載できること。 
 入札書 
 案件登録時に、入札書提出時の添付資料の有無を設定できること。 
 最低制限価格、低入札調査基準価格 
 最低制限価格または低入札調査基準価格を案件登録時に登録できるこ

と。また、最低制限価格または低入札調査基準価格を案件登録時に登録

しない場合は、開札時に登録できること。 
制限価格、基準価格にかかる入札金額を提出した入札参加者について、

開札後、他入札参加者と区別して確認できること。 
 入札参加資格確認申請書の受付 
 入札参加者が提出した競争参加資格確認申請書に関係する書類（複数書

類）を確認、一括でダウンロードできること。 
申請書の受付票を発行できること。また、複数者に一括して発行もでき

ること。 
入札参加資格確認申請書の再提出 

 発注者が再提出を許可した場合、競争参加資格確認申請書の再提出がで

きること。 
入札参加資格確認通知書 
 競争参加資格の有無の通知書を作成、発行できること。また、複数者に

一括して発行もできること。 
 紙入札書登録 
 競争参加資格確認申請書の受付をシステムで対応した入札参加者が、紙

で入札書を提出してきた場合も、入札書の情報を開札機能の使用前に登

録できること。 
 低入札調査辞退確認 
 入札金額が基準価格を下回った場合、各業者が調査を辞退するかどうか

の意向がシステムで確認できること。また、過去案件参照時も各業者が

提出した辞退の意向が確認できること。 
 開札状況登録 
 「落札候補あり」、「調査必要・保持保留」、「落札候補あり（くじ）」、「再

入札必要」、「不落随契」、「取りやめ」という開札状況を登録できること。 
 

入札参加者 
 案件検索 
 入札案件情報を条件検索できること。 
 案件参照 
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 入札案件情報を進捗状況と合わせて一覧で参照できること。また案件内

容の詳細情報を案件単位で参照できること。 
 入札参加資格確認申請書 
 競争参加資格確認申請書に関係する書類（複数書類）を登録し、提出で

きること。 
共同企業体の参加もできること。 

 入札書 
 入札書に内訳書を登録し、提出できること。 

任意のくじ番号を登録できること。 
入札金額が基準価格を下回った場合、調査を辞退するかどうかを登録で

きること。 
 入札辞退届提出 
 入札辞退届の作成、確認、提出ができること。 
 落札確認 
 落札の結果を確認できること。 

 
入札情報公開業務 

 登録 
 入札公告の登録については①共通機能に記載のとおり。 
 公開 
 公告日になると情報を発注機関毎に公開できること。 
 入札結果 
 電子入札システムから自動連携された情報から登録できること。また、

修正、補足入力することが可能であること。 
新規に画面から直接登録できること。 
発注者は情報公開された情報を公開後にも修正、削除できること。 

 ③条件付一般競争入札（事後審査：価格競争・総合評価（地域企業育成型を除く）） 
業務フロー図は別紙１－２を参照すること。 
発注者 

 案件登録 
 公告日に公告時刻の設定を追加できること。 
 案件修正 
 案件情報を修正できること。 

設定した公告時刻前の案件情報を修正できること。 
 案件削除 
 案件情報を削除できること。 

設定した公告時刻前の案件情報を削除できること。 
 案件公開 
 入札参加者に対し、設定した時刻に案件情報を公開できること。 
 入札中止 
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 公告後、案件を中止できること。また、理由を掲載できること。 
 紙入札業者の登録 
 紙で競争参加資格確認申請書を提出してきた入札参加者の情報を開札

前に登録できること。また、紙で提出される入札書の情報を開札機能の

使用前に登録できること。なお、この登録をした参加者については、電

子入札システムで当該案件の入札書提出ができないこと。 
 参加申請受付期間の変更 
 参加申請受付期間の日時変更ができること。 
 入札期間、開札日時の変更 
 入札期間、開札日時の変更ができること。変更情報を入札参加者に通知

できること。また、理由を掲載できること。 
 入札書 
 案件登録時に、入札書提出時の添付資料の有無を設定できること。 
 最低制限価格、低入札調査基準価格 
 最低制限価格または低入札調査基準価格を案件登録時に登録できるこ

と。また、最低制限価格または低入札調査基準価格を案件登録時に登録

しない場合は、開札時に登録できること。 
制限価格、基準価格にかかる入札金額を提出した入札参加者について、

開札後、他入札参加者と区別して確認できること。 
 紙入札書登録 
 競争参加資格確認申請書の受付をシステムで対応した入札参加者が、紙

で入札書を提出してきた場合も、入札書の情報を開札機能の使用前に登

録できること。 
 低入札調査辞退確認 
 入札金額が基準価格を下回った場合、各業者が調査を辞退するかどうか

の意向がシステムで確認できること。また、過去案件参照時も各業者が

提出した辞退の意向が確認できること。 
 開札状況登録 
 「落札候補あり」、「調査必要・保持保留」、「落札候補あり（くじ）」、「再

入札必要」、「不落随契」、「取りやめ」という開札状況を登録できること。 
 
  入札参加者 

 案件検索 
 入札案件情報を条件検索できること。 
 案件参照 
 入札案件情報を進捗状況と合わせて一覧で参照できること。また案件内

容の詳細情報を案件単位で参照できること。 
 入札書 
 入札書に内訳書を登録し、提出できること。 

任意のくじ番号を登録できること。 
入札金額が基準価格を下回った場合、調査を辞退するかどうかを登録で

きること。 
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 入札辞退届提出 
 入札辞退届の作成、確認、提出ができること。 
 落札確認 
 落札の結果を確認できること。 

 
  入札情報公開業務 

 登録 
 入札公告の登録については①共通機能に記載のとおり。 
 公開 
 公告日になると情報を発注機関毎に公開できること。 
 入札結果 
 既存の業務管理システムから自動連携された情報から登録できること。

また、修正、補足入力することが可能であること。 
新規に画面から直接登録できること。 
発注者は情報公開された情報を公開後にも修正、削除できること。 

 
④条件付一般競争入札（事後審査：総合評価（地域企業育成型）） 
業務フロー図は別紙１－２を参照すること。 
発注者 

 案件登録 
 公告日に公告時刻の設定を追加すること。 

案件修正 
 案件情報を修正できること。 

設定した公告時刻前の案件情報を修正できること。 
 案件削除 
 案件情報を削除できること。 

設定した公告時刻前の案件情報を削除できること。 
 案件公開 
 入札参加者に対し、設定した時刻に案件情報を公開できること。 
 入札中止 
 公告後、案件を中止できること。また、理由を掲載できること。 
 紙入札業者の登録 
 紙で競争参加資格確認申請書を提出してきた入札参加者の情報を開札

前に登録できること。また、紙で提出される入札書の情報を開札機能の

使用前に登録できること。なお、この登録をした参加者については、電

子入札システムで当該案件の入札書提出ができないこと。 
 参加申請受付期間の変更 
 参加申請受付期間の日時変更ができること。 
 入札期間、開札日時の変更 
 入札期間、開札日時の変更ができること。変更情報を入札参加者に通知

できること。また、理由を掲載できること。 
 入札書 
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 案件登録時に、入札書提出時の添付資料の有無を設定できること。 
 最低制限価格、低入札調査基準価格 
 最低制限価格または低入札調査基準価格を案件登録時に登録できるこ

と。また、最低制限価格または低入札調査基準価格を案件登録時に登録

しない場合は、開札時に登録できること。 
制限価格、基準価格にかかる入札金額を提出した入札参加者について、

開札後、他入札参加者と区別して確認できること。 
 紙入札書登録 
 競争参加資格確認申請書の受付をシステムで対応した入札参加者が、紙

で入札書を提出してきた場合も、入札書の情報を開札機能の使用前に登

録できること。 
評価点の登録 
 
 
 

評価点については、登録業者毎にＣＳＶファイル等により取り込みが可

能であること。 
ボタン操作のみで、金額と評価点により自動計算された評価値により順

位付けが可能であること。 
落札候補者の決定 
 開札後評価値に応じて入札参加者全員の順位付けができること。なお、

同値の場合は電子くじを自動で行い順位をつけること。 
「落札候補あり」、「調査必要・保持保留」、「再入札必要」、「不落随契」、

「取りやめ」という開札状況を登録できること。 
入札状況登録で落札者の決定を保留し、競争参加資格を審査する旨の理

由等を入力できる通知書を参加者全員に作成・発行できること。 
上記通知書に順位付けした業者名、入札金額、くじ番号、入札書到達日

時の一覧が表示すること。 
発行後及び落札者決定後、上記通知書は参照・印刷できること。 

 
  入札参加者 

 案件検索 
 入札案件情報を条件検索できること。 
 案件参照 
 入札案件情報を進捗状況と合わせて一覧で参照できる。また案件内容の

詳細情報を案件単位で参照できること。 
 入札書 
 入札書に内訳書を登録し、提出できること。 

任意のくじ番号を登録できること。 
入札金額が基準価格を下回った場合、調査を辞退するかどうかを登録で

きること。 
 入札辞退届提出 
 入札辞退届の作成、確認、提出ができること。 
 落札確認 
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 落札の結果を確認できること。 
 
  入札情報公開業務 

 登録 
 入札公告の登録については①共通機能に記載のとおり。 
 公開 
 公告日になると情報を発注機関毎に公開できること。 
 入札結果 
 既存の業務管理システムから自動連携された情報から登録できること。

また、修正、補足入力することが可能であること。 
新規に画面から直接登録できること。 
発注者は情報公開された情報を公開後にも修正、削除できること。 

 

⑤指名競争入札 
業務フロー図は別紙１－３を参照すること。 
発注者 

 案件登録 
 公告日に公告時刻の設定を追加すること。 
 案件修正 
 案件情報を修正できること。 

設定した指名通知書発行開始日時前の案件情報を修正できること。 
 案件削除 
 案件情報を削除できること。 

設定した指名通知書発行開始日時前の案件情報を削除できること。 
 案件公開 
 指名した入札参加者に対してのみ、案件情報を公開できること。 

入札中止 
 指名通知書発行後、案件を中止できること。また、理由を掲載できるこ

と。 
 指名業者選択 
 指名業者を検索し、登録できること。 

既存の事務管理システムから連携された指名業者の情報から指名業者

の登録ができること。また、指名業者の追加登録、変更、削除ができる

こと。 
指名業者一覧が表示できること。 

 紙入札業者の登録 
 利用者登録していない業者を紙入札指名業者として参加登録できるこ

と。ただし、この場合、当該案件期間中に利用者登録を完了しても当該

案件については電子入札業者として参加ができないこと。 
紙入札業者が提出してきた入札書の情報を開札前に登録できること。 
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既に利用者登録している業者を紙入札として参加（または指名）登録で

きること。ただし、この場合は当該案件については電子入札業者として

参加ができないこと。 
当該案件に電子入札システムで指名通知書を発行した業者を紙入札業

者へ変更登録できること。 
入札書不着時に紙入札書の情報（辞退を含む）が登録できること。 

 指名通知 
 指名業者に対して、指名通知が発行することができること。 

指名業者の一覧を印刷できること。 
指名通知書の作成、発行は一括してできること。また個別に対応もでき

ること。 
指名通知に備考欄を設け、テキストが入力できること。また、ＵＲＬが

入力でき、リンクできること。 
設定した指名通知書発行開始日時前に指名通知の作成ができること。 
指名通知書の日付を設定できること。 
業務委託の「その他の業種」を選択した場合のみ、「無／有（その１）

／有（その２）」のいずれかの選択肢を表示し、選択することができる

こと。選択結果は通知書に反映し、受注者でも確認できること。 
 開札日時変更 
 開札日時の変更および変更情報を入札参加者に通知できること。 
 入札書 
 案件登録時、入札書提出時の資料添付の有無を設定できること。 
 最低制限価格、低入札調査基準価格 
 最低制限価格または低入札調査基準価格を案件登録時に登録できるこ

と。また、最低制限価格または低入札調査基準価格を案件登録時に登録

しない場合は、開札時に登録できること。 
最低制限価格または低入札調査基準価格のどちらも設定しない案件が

登録できること。 
制限価格、基準価格にかかる入札金額を提出した入札参加者について、

開札後、他入札参加者と区別して確認できること。 
 開札状況登録 
 「落札候補あり」、「調査必要・保持保留」、「落札候補あり（くじ）」、「再

入札必要」、「不落随契」、「取りやめ」という開札状況を登録できること。 
 
  入札参加者 

 案件検索 
 入札案件情報を条件検索できること。 
 案件参照 
 入札案件情報を進捗状況と合わせて一覧で参照できる。また案件内容の

詳細情報を案件単位で参照できること。 
指名競争の場合、指名通知を受けている業者のみが案件情報を参照でき

ること。 



21 
 

 指名通知書 
 指名通知の情報を確認できること。指名通知書および見積依頼書到着の

お知らせメールの本文に、工事か業務委託かの表示ができること。 
指名通知を確認したことを発注者に提出できること。 

 入札書 
 入札書に内訳書を登録し、提出できること。 

任意のくじ番号を登録できること。 
 入札辞退届提出 
 入札辞退届の作成、確認、提出ができること。 
 落札確認 
 落札の結果を確認できること。 

 
  入札情報公開業務 

 登録 
 入札公告の登録については①共通機能に記載のとおり。 
 公開 
 公告日になると情報を発注機関毎に公開できること。 
 入札結果 
 既存の業務管理システムから自動連携された情報から登録できること。

また、修正、補足入力することが可能であること。 
新規に画面から直接登録できること。 
発注者は情報公開された情報を公開後にも修正、削除できること。 

 

⑥随意契約 
業務フロー図は別紙１－４を参照すること。 
発注者 

 案件登録 
 公告日に公告時刻の設定を追加すること。 
 案件修正 
 案件情報を修正できること。 

設定した見積依頼通知書発行開始日時前の案件情報を修正できること。 
 案件削除 
 案件情報を削除できること。 

設定した見積依頼通知書発行開始日時前の案件情報を削除できること。 
 案件公開 
 見積依頼した参加者に対してのみ、案件情報を公開できること。 

入札中止 
 見積依頼通知書発行後、案件を中止できること。また、理由を掲載でき

ること。 
 見積依頼業者選択 
 見積依頼業者を検索し、登録できること。 
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既存の事務管理システムから連携された見積依頼業者の情報から見積

依頼業者の登録ができること。また、見積依頼業者の追加登録、変更、

削除ができること。 
見積依頼業者一覧が表示できること。 

 紙見積依頼業者の登録 
 利用者登録していない業者を紙見積依頼業者として参加登録できるこ

と。ただし、この場合、当該案件期間中に利用者登録を完了しても当該

案件については電子入札業者として参加ができないこと。 
紙見積依頼業者が提出してきた見積書の情報を開札前に登録できるこ

と。 
既に利用者登録している業者を紙見積依頼業者として参加登録できる

こと。ただし、この場合は当該案件については電子入札業者として参加

ができないこと。 
当該案件に電子入札システムで見積依頼通知書を発行した業者を紙見

積依頼業者へ変更登録できること。 
見積書不着時に紙見積書の情報（辞退を含む）が登録できること。 

 見積依頼通知 
 見積依頼業者に対して、見積依頼通知が発行することができること。 

見積依頼業者の一覧を印刷できること。 
見積依頼通知書の作成、発行は一括してできること。また個別に対応も

できること。 
見積依頼通知書に備考欄を設け、テキストが入力できること。また、Ｕ

ＲＬが入力でき、リンクできること。 
設定した見積依頼書発行開始日時前に見積依頼通知の作成ができるこ

と。 
見積依頼書の日付を設定できること。 

 開札日時変更 
 開札日時の変更および変更情報を入札参加者に通知できること。 
 最低制限価格、低入札調査基準価格 
 最低制限価格または低入札調査基準価格を案件登録時に登録できるこ

と。また、最低制限価格または低入札調査基準価格を案件登録時に登録

しない場合は、開札時に登録できること。 
最低制限価格または低入札調査基準価格のどちらも設定しない案件が

登録できること。 
制限価格、基準価格にかかる入札金額を提出した入札参加者について、

開札後、他入札参加者と区別して確認できること。 
 見積状況登録 
 「決定業者あり」、「調査必要・保持保留」、「決定候補あり（くじ）」、「再

見積必要」、「取りやめ」という見積状況を登録できること。 
 
  入札参加者 

 案件検索 
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 案件情報を条件検索できること。 
 案件参照 
 案件情報を進捗状況と合わせて一覧で参照できる。また案件内容の詳細

情報を案件単位で参照できること。 
随意契約の場合、見積依頼通知を受けている業者のみが案件情報を参照

できること。 
 見積通知書 
 見積依頼通知の情報を確認できること。 

見積依頼通知を確認したことを発注者に提出できること。 
 見積書 
 任意のくじ番号を登録できること。 

提出意思確認通知書が未提出であっても見積書を提出可能とすること。 
 見積辞退届提出 
 見積辞退届の作成、確認、提出ができること。 
 落札確認 
 落札の結果を確認できること。 

 
  入札情報公開業務 

 登録 
 入札公告の登録については①共通機能に記載のとおり。 
 公開 
 公告日になると情報を発注機関毎に公開できること。 
 入札結果 
 既存の業務管理システムから自動連携された情報から登録できること。

また、修正、補足入力することが可能であること。 
新規に画面から直接登録できること。 
発注者は情報公開された情報を公開後にも修正、削除できること。 
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第４章 処理件数等 
（１）１案件処理時間 

入札参加者２０者程度の通常の開札業務～落札者の決定までの業務を、５分以内で

処理できる能力を有すること。 
（２）処理件数等 

以下の処理件数を考慮し、円滑な処理を可能とすること。 
・年間処理件数（全調達機関の案件登録件数） 
・令和３年度 ６，６４５件（実績） 
・令和４年度 ７，０５３件（実績） 

（３）調達機関数 
以下の利用者が同時アクセスしても円滑な動作を確保すること。 
・使用する調達機関数 ユーザ（別紙３） 
なお、組織改正等により名称の変更、調達機関数の増減が生じる場合にも対応で

きるものとすること。 

（４）１案件あたりの添付ファイルの容量 
①入札業務 

入札参加者 
入札書の最大添付ファイルサイズ＝１ＭＢ 

②情報公開業務 
入札公告、指名結果の最大添付ファイルサイズ＝５０ＭＢ 
入札結果の最大添付ファイルサイズ＝５ＭＢ 
契約情報の最大添付ファイルサイズ＝２０ＭＢ 

（５）データの保存期間 
  データの保存期間は以下を想定している。 

①入札業務 
    案件、入札書、内訳書、参加申請書 

検索可能期間：開札年度の翌年度の３月３１日 

保 存 期 間：開札年度の６か年後の３月 31 日 
②情報公開業務 

    発注見通し：当該年度の３月 31 日 
    入札公告、入札結果、契約結果 

検索可能期間：開札年度の翌年度の３月３１日 

保 存 期 間：開札年度の１６か年後の３月３１日 
     
第５章 既存システムとの連携 

システムは、既存の事務管理システムとのデータ連携を行うことにより業務の効率

化を図るものとする。 
データ連携にあたって既存システムの改修は行わないものとする。また、連携方法

については、共同利用する全自治体共通の仕様である。 
（１） 事務管理システムとの連携イメージ図は、以下のとおりである。 

業者管理システムおよび工事管理システムと連携するための通信部品（プログラム）

は当調達内で準備し、手順書および確認方法も含めて提供すること。 
連携項目については、別紙４を参照すること。 
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（２）事務管理システムを運用していない調達機関等においては、システムにおいて案件

登録や指名業者等の登録ができることとし、指名業者の情報は検索登録できるものと

する。 
また、事務軽減のため、案件情報や指名業者情報等をＣＳＶファイルから取り込め

る機能を設けることとする。 

 

 

 

 

第６章 運用・保守要件 
６－１．システムを設置するデータセンター等 

（１）設置環境 
①機器の増設等を考慮し、十分な拡張性を有すること。 
②建築基準法や消防法に準拠した火災報知機システムやハロゲン又は新ガス等による

消火設備が設置されていること。 
（２）電力設備 

24 時間 365 日サービス提供可能な電源設置（無停電装置、自家発電装置等）を有す

ること。 
（３）空調設備 

①24時間 365 日サービス提供可能な空調設備を有すること。 
②適正な温度や湿度を安定して保持できること。 

（４）災害対策 
地震、水害及び落雷等の自然災害への対策がされていること。 

（５）セキュリティ対策 
ＩＣカード等によりデータセンターへの入退室を制御するとともに入退室者の記

録を採取し保存すること。 

（６）セキュリティ要件 
ＡＳＰが、ＩＳＭＡＰクラウドサービスリストに登録又は準拠していること。Ｉａ
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ａＳ上へのパッケージ導入やスクラッチ開発の場合においても、当該ＩａａＳは同サ

ービスリストに登録又は準拠していること。 

 
６－２．運用・保守等 
（１）ハード・ソフト・ＯＳ／メンテナンス 

①ＯＳやミドルウェアについてのバグ修正（パッチ）を適時実施すること。 
②システム内の保管期限を経過したデータの退避や不要データの消去など、ディスク

スペースやデータベースの整理と最適な運用を維持するためのデータ管理を行うこ

と。 ③性能が悪化した場合に、チューニングにより性能改善を行うこと。 
（２）検証環境 

検証環境を用意すること。 
（３）バックアップ 

機器等の障害や災害を考慮し、データなどのバックアップを取得すること。バックア

ップの取得に際しては、その取得サイクル、媒体、世代管理、保管方法等についてシス

テムの可用性と安全性に配慮すること。 
（４）定期点検 

システムの安定的な稼働のため、定期的な点検、ソフトウェア保守を実施すること。 
（５）システム稼働時間 

下記に示すシステム稼働時間を満たすこと。また、下記のシステム稼働時間以上の稼

働が可能であるのであれば、提案すること。 
  ①電子入札システム 
   発注者 ０７：００～２１：００ 
   受注者 ０７：００～２０：００ 
  ②入札情報サービス 
   発注者 ０７：００～２１：００ 
   受注者 ０７：００～２３：００ 

（※定期的なメンテナンスによる停止は除く） 
（６）セキュリティ保守 ①ＯＳ、ミドルウェア、アプリケーションの各ベンダーからセキュリティパッチが公

表された場合に、検証機で速やかに動作確認し、後に本番環境に適用すること。 ②ウィルス対策ソフトのベンダーから新しい定義ファイルが公表された場合に、速や

かに各サーバに適用されること。 
③不正アクセス、アタック等の監視、対応を行い、不正アクセス等が判明した際に、

不正アクセス及び障害等のログが適宜分析され、迅速な対応が図られること。 
（７）マネージメント 

①保守作業等の年間及び月間の実施計画を作成し、キックオフ会議を実施すること。 
②年４回の定例会を実施すること。 

（８）運用支援 
①各種障害等に迅速に対応するため、運用管理端末・サーバ等にて監視を行うこと。 
②電子入札システムへの窓口としてポータルサイトを構築し、以下の機能を含むこと。 
ａ．各入札関連システムへのリンク 

電子入札システム受注者の入口、入札情報サービスの入口。 
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ｂ．操作マニュアル・申請書類等のダウンロード機能 
電子入札システム、入札情報サービス等の操作マニュアルや、入札に関わる各

種申請書等。 
ｃ．要領・要綱の公表 

宮崎県で定めている入札・契約制度に係る要領及び要綱等についての公表。 
ｄ．その他の情報の公表 

その他公表が必要な情報として、「お知らせ」「システムメンテナンス情報」「過

去の情報」「入札関連情報各種」「セキュリティ情報の説明」「よくある質問集」等

を登録し、インターネットを通じて公表する機能。 

③ポータルサイト情報を県側で更新できる機能を提供すること。担当職員が所定の場

所にアップロードした情報を自動的に取り込み、ポータルサイトに反映する仕組み

を提供すること。 
 
（９）障害発生時の対応 

①システムに障害等が発生した場合、システム及び全てのデータを速やかに復旧する

こと。 
②運用上の連絡事項や障害等が発生した場合の連絡先窓口を設置すること。また、障

害発生時の対応時間は、県の開庁時間内のほか、緊急を要する場合にあっては、開

庁時間外においても対応可能であること。 
（10）ヘルプデスク 

ヘルプデスクを設置し、発注者及び入札参加者からのシステム操作等に関する問い

合わせに対し、回答を行うこと。 
ヘルプデスク対応時間は、原則８時３０分から１７時（閉庁日を除く）までとする。 

（11）発注者向け操作研修 
①研修対象と研修の種類 

システムの稼働前に、必要に応じて共同利用する市町村職員を対象に各１回、宮

崎県の職員を対象に３回、入札参加者向けに３回、操作説明会を予定している。ま

た、事前に自治体毎に１名いるシステム責任者に、Microsoft Edge 等のパソコンの

設定の導入支援の説明を各自治体で使用するパソコンで行うこと。 

なお、現システムから変更がない場合は、実施するか否かは協議の上決定する。 
②研修計画書 
 県が作成する。 
③研修用マニュアル 
 案があれば提案すること。 
④研修実施 
 案があれば提案すること。 

（12）本業務の受託者資格 
迅速な障害時対応を実現するための、保守に関わる要件・実施計画・実施体制を備え

ること。なお、本調達受託者に所属し当システムを主体的に運用保守する SEの組織が、

JIS Q 20000-1:2020(ISO/IEC 20000-1:2018)及び JIS Q 27001:2023 (ISO/IEC 

27001:2022)又は ISMS の情報セキュリティマネジメント認証の資格を保有すること。 

（13）コミュニケーションツール 
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本業務の発注者と受託者のコミュニケーションのツールとして WEB ベースのシステ

ムがあれば、提案すること。 
 

第７章 その他 
７－１．データ移行 
（１）入札参加者のＩＣカード利用者登録データ 

現行システムに登録されたＩＣカード利用者登録データを移行するものとする。 
（２）入札情報サービスのデータ 

データ移行するものとする。但し、入札情報サービスにある指名結果、入札結果、

契約内容の各情報及び関連する添付ファイルは、発注者が現行システムで参照可能な

状態である場合に限るものとする。 

また遂行中の案件は、新システム切り替え後も継続して処理ができるようにするこ

と。 

連携先システムとの調整が発生する場合、受託者が中心となって行うこと。 
（３）電子入札システムのデータ 

データ移行するものとする。但し、電子入札システムにある案件、入札書、競争参

加資格確認申請書、入札結果等の情報は、発注者が現行システムで参照可能な状態で

ある場合に限るものとする。 
また遂行中の案件は、新システム切り替え後も継続して処理ができるようにするこ

と。再入札書提出などシステム利用者にとって負荷となる提案は受け付けない。 
連携先システムとの調整が発生する場合、受託者が中心となって行うこと。 

（４）提供データ 
現システムに蓄積された移行に必要とするデータは、県から受託者に提供する。提

供するデータ形式はＣＳＶ等の汎用的な形式及び添付ファイルの形式を想定してい

る。その際、受領するための格納媒体については、受託者が用意すること。 

（５）移行作業 
本業務の受託者がデータ移行作業をする際に、現行ベンダーの支援を必要とする場

合は協議すること。 
（６）代替案の提案 

上記（２）の情報について、システム方式の違い等によりデータ移行が困難な場合

は、代替案を具体的に提案するものとする。 

７－２．サービス利用終了時（契約解除となった場合を含む）のデータについて 
サービス利用終了時に７－１の（１）～（３）のデータについては、県の指示に

従い、ＣＳＶ等の汎用的な形式で出力できること。 
別紙 
１－１ 一般競争入札（事前審査）業務フロー図 
１－２ 条件付一般競争入札（事後審査）業務フロー図 
１－３ 指名競争入札業務フロー図 
１－４ 随意契約業務フロー図 
２   入札情報サービス公開項目一覧 
３   調達機関一覧 
４   システム連携項目一覧 

４－１ システム連携項目詳細（案件登録・指名(見積)業者情報(工事管理－電子入札)） 
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４－２ システム連携項目詳細（入札結果(電子入札－工事管理)） 

４－３ システム連携項目詳細（契約結果(工事管理－入札情報)） 

４－４ システム連携項目詳細（有資格者名簿(業者管理－入札情報)） 

４－５ システム連携項目詳細（業者情報(業者管理－電子入札)） 
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　　　 … 工事管理ｼｽﾃﾑ(K)と電子入札ｼｽﾃﾑ(B)のﾃﾞｰﾀ連携 … 工事管理ｼｽﾃﾑ(K)と入札情報サービス(P)のﾃﾞｰﾀ連携

特
記
事
項

凡例：B…電子入札システム、P…入札情報サービス、発…発注機関、実線矢印…必須経路、※…備考or特記有

変更施行・変更契約

WEB変更契約結果連携（決裁）

結
果
参
照

当初契約

WEB契約結果連携（決裁） 契約結果公開（決裁）

最終入札結果一覧表出力

WEB入札結果連携（決裁） 入札結果公開（決裁）

変更契約結果公開（決裁） 変更契約結果閲覧

入札結果閲覧

内訳書確認

契約結果閲覧

入札執行結果入力（取込） 入札結果承認 入札結果確認

⑥不落随契 帳票：不落随契通知書

③保留/調査

状況登録

帳票：保留通知書④くじ 帳票：くじ通知書⑤不調、取止め 帳票：取止め通知書

開
札

入札執行（開札）

い
ず
れ
か
一
つ

①落札者決定 帳票：落札者決定通知書
②再入札 帳票：再入札通知書

　　　※額が異なる場合は理由書も添付

入札書受付締切（手動） 帳票：入札書受付票

紙入札登録

入
札 入札書受付開始（自動）

入札書受付票発行（自動） 入札書（辞退届）提出 帳票：入札書
※3工事費内訳書

紙申請者の資格有業者登録

予定価格情報の公開（決裁） 予定価格情報の閲覧 事前公開の場合

指名通知伺
帳票：入札参加資格確認申請書受付票

入札参加資格確認結果通知書発行 入札参加資格確認結果通知書の確認 帳票：入札参加資格確認結果通知書

入札参加資格確認申請書受付票発行

入札参加資格確認結果登録

入札参加資格確認申請書受付開始 案件検索 帳票：入札参加資格確認申請書

※2　郵送する資料の目録を添付
入札参加資格確認申請書提出

案件登録（決裁） 案件登録 ※1入札参加資格自動チェック条件あり

入
札
準
備

公告登録

公告登録（決裁） 公告公開（決裁） 公告閲覧

別紙１－１　業務フロー図　一般競争入札（事前審査）

状
況

発注者 受注者
備考

既存の業務管理ｼｽﾃﾑ 入札情報サービス 電子入札システム 電子入札システム 入札情報サービス
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一般競争（事前審査） Page1
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　　　 … 工事管理ｼｽﾃﾑ(K)と電子入札ｼｽﾃﾑ(B)のﾃﾞｰﾀ連携 … 工事管理ｼｽﾃﾑ(K)と入札情報サービス(P)のﾃﾞｰﾀ連携

特
記
事
項

凡例：B…電子入札システム、P…入札情報サービス、発…発注機関、実線矢印…必須経路、※…備考or特記有

変更施行・変更契約

WEB変更契約結果連携（決裁）

結
果
参
照

当初契約

WEB契約結果連携（決裁） 契約結果公開（決裁）

最終入札結果一覧表出力

WEB入札結果連携（決裁） 入札結果公開（決裁）

変更契約結果公開（決裁） 変更契約結果閲覧

入札結果閲覧

内訳書確認

契約結果閲覧

入札執行結果入力（取込） 入札結果承認 入札結果確認

⑥不落随契 帳票：不落随契通知書

③保留/調査 帳票：保留通知書

状況登録

④くじ 帳票：くじ通知書⑤不調、取止め 帳票：取止め通知書

開
札

入札執行（開札）

い
ず
れ
か
一
つ

①落札者決定 帳票：落札者決定通知書
②再入札 帳票：再入札通知書

紙入札登録

指名取消

入
札 入札書受付票発行（自動） 入札書提出 帳票：入札書

※3　工事費内訳書

入札書受付締切（手動） 帳票：入札書受付票

案件登録（決裁） 案件登録 ※1入札参加資格自動チェック条件あり

※2総合評価（地域企業
育成型）の場合は、「総
合評価(地域企業育成型)
評価基準」も入力しま

案件検索

入
札
準
備

公告登録

公告登録（決裁） 公告公開（決裁） 公告閲覧

別紙１－２　業務フロー図　条件付一般競争（事後審査）

状
況

発注者 受注者
備考

既存の業務管理ｼｽﾃﾑ 入札情報サービス 電子入札システム 電子入札システム 入札情報サービス

KP

KB

KB

KB

KP

KP

KP

KP

条件付一般競争（事後審査） Page1



発
確認

発 B

決裁

発 B

決裁 B

発 P P

B B

B B

B

B B
添付 ※1

B

B

B

B

B

B

B

B

B

B

B

B

発 B B

発

発 P P

発

発 P P

発

発 P P

　　　 … 工事管理ｼｽﾃﾑ(K)と電子入札ｼｽﾃﾑ(B)のﾃﾞｰﾀ連携 … 工事管理ｼｽﾃﾑ(K)と入札情報サービス(P)のﾃﾞｰﾀ連携

特
記
事
項

凡例：B…電子入札システム、P…入札情報サービス、発…発注機関、実線矢印…必須経路、※…備考or特記有

変更施行・変更契約

WEB変更契約結果連携（決裁）

当初契約

WEB契約結果連携（決裁） 契約結果公開（決裁） 契約結果閲覧

結
果
参
照

最終入札結果一覧表出力

WEB入札結果連携（決裁） 入札結果公開（決裁） 入札結果閲覧

変更契約結果公開（決裁） 変更契約結果閲覧

入札執行結果入力（取込） 入札結果承認 入札結果確認

状況登録

内訳書確認

④くじ 帳票：くじ通知書⑤不調、取止め 帳票：取止め通知書⑥不落随契 帳票：不落随契通知書

入札執行（開札）

い
ず
れ
か
一
つ

①落札者決定 帳票：落札者決定通知書
②再入札 帳票：再入札通知書③保留/調査 帳票：保留通知書

入札書受付締切（手動） 帳票：入札書受付票

紙入札登録

開
札 指名取消

入
札 入札書受付開始（自動）

入札書受付票発行（自動） 入札書（辞退届）提出 帳票：入札書
※1工事費内訳書
　　　※額が異なる場合は理由書も添付

受領確認 受領確認書提出 帳票：受領確認書

入札公告登録決済 入札公告公開（決裁） 公告閲覧

指名通知書発行 案件確認 帳票：指名通知書

指名通知伺い 案件登録
指名業者登録

入
札
準
備

執行伺

指名業者登録 応札環境報告

別紙１－３　業務フロー図　指名競争入札

状
況

発注者 受注者
備考

既存の業務管理ｼｽﾃﾑ 入札情報サービス 電子入札システム 電子入札システム 入札情報サービス

KB

KB

KB

KB KP

KP

KP

KP

KP

指名競争 Page1



発

発
決裁

発 B

B

B

B

B B

B

B

B

B

B

発

発
決裁

発 P P

発
決裁

発 P P

　　　 … 工事管理ｼｽﾃﾑ(K)と電子入札ｼｽﾃﾑ(B)のﾃﾞｰﾀ連携 … 工事管理ｼｽﾃﾑ(K)と入札情報サービス(P)のﾃﾞｰﾀ連携

特
記
事
項

凡例：B…電子入札システム、P…入札情報サービス、発…発注機関、実線矢印…必須経路、※…備考or特記有

変更施行・変更契約

WEB変更契約結果連携（決裁）

当初契約

WEB契約結果連携（決裁） 契約結果公開（決裁） 契約結果閲覧

結
果
参
照

決定通知書発行（手動） 帳票：決定通知書

変更契約結果公開（決裁） 変更契約結果閲覧

最終入札結果一覧表出力

指名取消

見積書開札

随
意
契
約

執行伺

帳票：見積書受付票
見積締切通知書発行 帳票：見積締切通知書

紙見積書登録

見積依頼通書送付 帳票：見積依頼通知書

見積書受付票送付 見積書提出 帳票：見積書

紙申請者の資格有業者登録

見積依頼開始（自動）

指名業者登録

指名通知伺い 案件登録・業者登録

別紙１－４　業務フロー図　随意契約

状
況

発注者 受注者
備考

既存の業務管理ｼｽﾃﾑ 入札情報サービス 電子入札システム 電子入札システム 入札情報サービス

KB

KB

KB

KP

KP

KP

随意契約 Page1



別紙２

発注見通し
公表項目

公表番号
件名
場所
期間
業種
入札及び契約の方法
概要
発注予定時期（四半期）
備考

入札公告
公表項目

件名
場所
調達区分
業種
入札及び契約の方法
等級区分
地域要件
公告日（指名通知日）
申請期限
入札予定日
予定工期
更新日
予定価格（税込）
予定価格（入札書比較価格）
備考

入札（見積）結果
公表項目
案件情報

件名
場所
調達区分
業種
入札及び契約の方法
入札日（見積）
結果
予定価格（税込）
予定価格（入札書比較価格）
最低制限・調査基準価格（税込）
最低制限・調査基準価格（入札書比較価格）
失格基準価格（税込）
失格基準価格（入札書比較価格）
落札金額
落札者

入札情報公開業務公開項目一覧



入札者情報
管内
商号又は名称
代表者氏名
資格
資格無しの理由
入札（見積）高　第１回
入札（見積）高　最終
総合評価　技術評価点
総合評価　評価値
摘要

契約結果
公表項目

件名
場所
調達区分
業種
入札及び契約の方法
契約の相手方
概要
工期
契約日
契約金額
随意契約における契約相手方の選定理由
変更契約日
概要
工期（終期）
契約金額
変更理由

有資格者名簿
公表項目

許可番号
商号又は名称
代表者氏名
所在地
電話番号
調達区分
認定業種
格付



調達機関一覧 別紙３

番号 自治体名 部局名 所属名 備考
1 宮崎県 警察本部 会計課
2 警察本部 宮崎北警察署
3 警察本部 宮崎南警察署
4 警察本部 日南警察署
5 警察本部 串間警察署
6 警察本部 都城警察署
7 警察本部 小林警察署
8 警察本部 えびの警察署
9 警察本部 高岡警察署
10 警察本部 西都警察署
11 警察本部 高鍋警察署
12 警察本部 日向警察署
13 警察本部 延岡警察署
14 警察本部 高千穂警察署
15 教育庁 学校政策課
16 教育庁 高校教育課
17 教育庁 特別支援教育課
18 教育庁 スポーツ振興課
19 教育庁 文化財課
20 教育庁 財務福利課
21 総合政策部 情報政策課
22 総合政策部 デジタル推進課
23 総合政策部 国スポ・障スポ準備課
24 総合政策部 国体準備課
25 総合政策部 国民スポーツ大会準備課
26 総務部 総務課
27 総務部 財産総合管理課
28 総務部 西臼杵支庁
29 総務部 危機管理局消防保安課
30 総務部 危機管理局危機管理課
31 環境森林部 環境森林課
32 環境森林部 環境管理課
33 環境森林部 自然環境課
34 環境森林部 （廃止）森林整備課
35 環境森林部 森林経営課
36 商工観光労働部 観光推進課
37 農政水産部 中部農林振興局
38 農政水産部 南那珂農林振興局
39 農政水産部 北諸県農林振興局
40 農政水産部 西諸県農林振興局
41 農政水産部 児湯農林振興局
42 農政水産部 東臼杵農林振興局
43 農政水産部 県立農業大学校
44 農政水産部 畜産振興課
45 農政水産部 家畜防疫対策課
46 農政水産部 農村計画課
47 農政水産部 水産政策課
48 農政水産部 漁業管理課
49 農政水産部 農産園芸課
50 農政水産部 畜産振興課（令和４年度まで）
51 農政水産部 家畜防疫対策課（令和４年度まで）
52 農政水産部 水産試験場
53 農政水産部 水産政策課（令和４年度まで）
54 農政水産部 （廃止）漁港漁場整備課
55 農政水産部 漁村振興課
56 農政水産部 漁業管理課（令和４年度まで）
57 農政水産部 農村計画課（令和４年度まで）
58 県土整備部 技術企画課（令和４年度まで）
59 県土整備部 技術企画課
60 県土整備部 管理課



61 県土整備部 宮崎土木事務所
62 県土整備部 日南土木事務所
63 県土整備部 都城土木事務所
64 県土整備部 小林土木事務所
65 県土整備部 高鍋土木事務所
66 県土整備部 日向土木事務所
67 県土整備部 延岡土木事務所
68 県土整備部 高岡土木事務所
69 県土整備部 串間土木事務所
70 県土整備部 西都土木事務所
71 県土整備部 中部港湾事務所
72 県土整備部 油津港湾事務所
73 県土整備部 北部港湾事務所
74 県土整備部 （廃止）都市公園総合事務所
75 県土整備部 道路建設課
76 県土整備部 河川課
77 県土整備部 港湾課
78 県土整備部 都市計画課
79 県土整備部 （廃止）公園下水道課
80 県土整備部 道路保全課
81 県土整備部 建築住宅課
82 県土整備部 砂防課
83 県土整備部 営繕課
84 県土整備部 高速道対策局
85 県土整備部 東九州自動車道用地事務所
86 企業局 企業局（随意契約を除く）
87 企業局 企業局工務課（随意契約）
88 企業局 企業局工務管理課（随意契約）
89 企業局 企業局電気課（随意契約）
90 企業局 企業局施設保全課（随意契約）
91 企業局 企業局施設管理課（随意契約）
92 企業局 企業局発電設備課（随意契約）
93 企業局 企業局総合制御課（随意契約）
94 病院局 経営管理課
95 病院局 宮崎病院
96 病院局 日南病院
97 病院局 延岡病院
98 宮崎市 総務部 契約課
99 上下水道局管理部 総務課
100 都城市 総務部 契約課
101 水道局 業務課
102 水道局 工務課
103 延岡市 企画部 契約管理課
104 小林市 総務部 財政課
105 えびの市 えびの市部局 財政課
106 日南市 総合政策部 財政課
107 水道局 水道課
108 水道局 水道課（簡易水道）
109 日向市 総務部 総務課
110 総務部 財政課
111 上下水道局 水道課
112 上下水道局 下水道課
113 椎葉村 総務課 財務グループ
114 高鍋町 財政経営課 契約管財係
115 上下水道課 上水道工務係
116 西都市 西都市 財政課



別紙４

システム連携項目一覧

案件登録・指名(見積)業者情報(工事管理システム－電子入札システム)
　※詳細は別紙４－①参照

連携項目
案件情報

調達案件名称
工事番号
調達区分
入札方式
業種区分
落札方式
政府調達案件フラグ
入札時ＶＥフラグ
内訳書フラグ
電子くじフラグ
工事または案件内容
案件日付登録

指名業者情報
受注者番号
登録番号
登録名称
紙入札者フラグ

入札結果(電子入札システム－工事管理システム)
　※詳細は別紙４－②参照

連携項目
案件情報

入札日(見積)
結果(開札後無効も含む)
予定価格(税込)
予定価格(入札書比較価格)
最低制限・調査基準価格(税込)
最低制限・調査基準価格(入札書比較価格)
失格基準価格(税込)
失格基準価格(入札書比較価格)
落札金額
落札者

入札者情報
商号又は名称
代表者氏名
入札(見積)高(第１回)
入札(見積)高(最終)

契約結果(工事管理システム－入札情報サービス)
　※詳細は別紙４－③参照

連携項目
概要
工期
契約日
契約金額
随意契約における契約相手方の選定理由
変更契約日
概要
工期(終期)
契約金額
変更理由

有資格者名簿(業者管理システム－入札情報サービス)
　※詳細は別紙４－④参照

連携項目
許可番号
法人番号
商号又は名称
代表者氏名
所在地
電話番号
調達区分
認定業種
格付

業者情報(業者管理システム－電子入札システム)
　※詳細は別紙４－⑤参照

連携項目
更新フラグ
登録番号
発注機関番号
発注区分
郵便番号
住所
商号又は名称
代表者氏名
電話番号
ＦＡＸ番号

応札環境登録情報(電子入札システム－工事管理システム)
連携項目

業者情報
登録情報



■案件登録・指名(見積)業者情報(工事管理－電子入札) 別紙４－１

一般A 一般B 指名 随契
案件情報リスト AnkenJohoList
案件情報コントロール AnkenJohoCtl
案件情報 AnkenJoho
調達案件番号 AnkenNo 数字 60
調達機関番号 KikanNo 数字 7 ○ ○ ○ ○
部局番号 BukyokuNo 数字 6 ○ ○ ○ ○
課係番号 KakakariNo 数字 6 ○ ○ ○ ○
事務管理番号 JimukanriNo 数字 4 ○ ○ ○ ○
担当者コード ShokuinNo 数字 16 ○ ○ ○ ○
調達案件名称 AnkenName 全半角 256 ○ ○ ○ ○
所在地 Shozaichi 数字 2 ○ ○ ○ ○
入札方式番号 NyusatsuNo 数字 7 ○ ○ ○ ○
業種区分 KoshuType 数字 7 ○ ○ ○ ○
資格区分 ShikakuType 数字 3
調達区分 ChotatsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
本官・分任官フラグ PostFlag 数字 1 ○ ○ ○ ○
入札公告日時 KokokuDate 日付 16
入札公告文ＵＲＬ KokokuUrl 半角 100
入札説明書文ＵＲＬ NyusatsuUrl 半角 100
提出要請書ＵＲＬ YoseiUrl 半角 100
入札説明期限 SetsumeiKigen 日付 16
工事または納入場所 KaisatsuBasho 全半角 100
等級区分 TokyuType 数字 5
工事または案件内容 GyomuNaiyo 全半角 200
申請書・入札書同時提出フラグ DojiFlag 数字 1
予定価格事前公開フラグ JizenFlag 数字 1 ○ ○ ○ ○
内訳有無フラグ UchiwakeFlag 数字 1 ○ ○ ○
ＶＥ案件フラグ VeFlag 数字 1 ○ ○ ○ ○
契約担当官官職名 KeiyakuKanshoku 全半角 40
契約担当官部局名 KeiyakuBukyoku 全半角 60
契約担当官課係名 KeiyakuJimusho 全半角 60
契約担当官役職名 KeiyakuYakushoku 全半角 50
契約担当官氏名 KeiyakuShimei 全半角 40
政府調達フラグ WtoFlag 数字 1 ○ ○ ○ ○
申請書等要否 ShoumeiFlag 数字 1
予定価格単位 PaymentType 数字 1
審査時期 ShinsaTerm 数字 1
複数落札フラグ FukusuRakusatsuFlag 数字 1
落札方式区分 BidsuccessfulMethodType 数字 1 ○ ○ ○ ○
総合評価 EvalutionName 全半角 450
入札説明書回答期限日 NyusatsuSetsumeiKigen 日付 16
ＰＫＧ予備０１ PkgYobi01 全半角 256
ＰＫＧ予備０２ PkgYobi02 全半角 256
ＰＫＧ予備０３ PkgYobi03 全半角 256
ＰＫＧ予備０４ PkgYobi04 全半角 256
ＰＫＧ予備０５ PkgYobi05 全半角 256
工期または履行期限 PkgYobi06 全半角 512
ＰＫＧ予備０７ PkgYobi07 全半角 512
ＰＫＧ予備０８ PkgYobi08 全半角 512
ＰＫＧ予備０９ PkgYobi09 全半角 1024
ＰＫＧ予備１０ PkgYobi10 全半角 1024
カスタマイズ予備０１ CustomizeYobi01 全半角 256
カスタマイズ予備０２ CustomizeYobi02 全半角 256
カスタマイズ予備０３ CustomizeYobi03 全半角 256
カスタマイズ予備０４ CustomizeYobi04 全半角 256
カスタマイズ予備０５ CustomizeYobi05 全半角 256
カスタマイズ予備０６ CustomizeYobi06 全半角 512
カスタマイズ予備０７ CustomizeYobi07 全半角 512
カスタマイズ予備０８ CustomizeYobi08 全半角 512
カスタマイズ予備０９ CustomizeYobi09 全半角 1024
カスタマイズ予備１０ CustomizeYobi10 全半角 1024
予定価格 YoteiPrice 数字 20
調査基準価格 KijunPrice 数字 20
調査基準価格区分 KijunFlag 数字 1 ○ ○ ○ ○
基準評価値 KijunHyokaValue 数字 9
年度 Year 数字 4
入札管理電文リスト NyusatsuKanriList
入札管理電文 NyusatsuKanri

必須項目名称 タグ名称 文字種 長さ
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一般A 一般B 指名 随契
必須項目名称 タグ名称 文字種 長さ

入札（見積）受付開始予定日時 NyusatsuuketsukeStartDate 日付 16
入札（見積）締切予定日時 NyusatsuYoteiendDate 日付 16
内訳書開封予定日時 UKaifuyoteiDate 日付 16
開札予定日時 KaisatsuyoteiDate 日付 16
ＰＫＧ予備０１ PkgYobi01 日付 16
ＰＫＧ予備０２ PkgYobi02 日付 16
ＰＫＧ予備０３ PkgYobi03 日付 16
ＰＫＧ予備０４ PkgYobi04 日付 16
ＰＫＧ予備０５ PkgYobi05 全半角 256
ＰＫＧ予備０６ PkgYobi06 全半角 256
ＰＫＧ予備０７ PkgYobi07 全半角 256
ＰＫＧ予備０８ PkgYobi08 全半角 256
ＰＫＧ予備０９ PkgYobi09 全半角 512
ＰＫＧ予備１０ PkgYobi10 全半角 512
カスタマイズ予備０１ CustomizeYobi01 日付 16
カスタマイズ予備０２ CustomizeYobi02 日付 16
カスタマイズ予備０３ CustomizeYobi03 日付 16
カスタマイズ予備０４ CustomizeYobi04 日付 16
カスタマイズ予備０５ CustomizeYobi05 全半角 256
カスタマイズ予備０６ CustomizeYobi06 全半角 256
カスタマイズ予備０７ CustomizeYobi07 全半角 256
カスタマイズ予備０８ CustomizeYobi08 全半角 256
カスタマイズ予備０９ CustomizeYobi09 全半角 512
カスタマイズ予備１０ CustomizeYobi10 全半角 512

調達案件品目分類電文リスト HinmokuList
調達案件品目分類電文 Hinmoku
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
品目分類番号 HinmokuNo 数字 6 ○ ○ ○ ○

調達案件説明会電文リスト AnkensetsumeikaiList
調達案件説明会電文 Ankensetsumeikai
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
設計図書等閲覧日時 Nichiji 日付 16
設計図書等閲覧場所 Basho 全半角 60
現場説明会終了日 SetsumeiEndDate 日付 16

調達案件申請日時電文リスト ShinseiDateList
調達案件申請日時電文（プロポーザル１回目申請書） ShinseiDate
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
様式番号 YoshikiNo 数字 4 ○ ○ ○ ○
開始予定日時 ShinseiYoteistartDate 日付 16
締切予定日時 ShinseiYoteiendDate 日付 16

調達案件申請日時電文（資格/プロポーザル２回目申請書） ShinseiDate
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
様式番号 YoshikiNo 数字 4 ○ ○ ○ ○
開始予定日時 ShinseiYoteistartDate 日付 16
締切予定日時 ShinseiYoteiendDate 日付 16

調達案件申請日時電文（プロポーザル１回目通知書） ShinseiDate
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
様式番号 YoshikiNo 数字 4 ○ ○ ○ ○
開始予定日時 ShinseiYoteistartDate 日付 16
締切予定日時 ShinseiYoteiendDate 日付 16

調達案件申請日時電文（資格/プロポーザル２回目通知書） ShinseiDate
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
様式番号 YoshikiNo 数字 4 ○ ○ ○ ○
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一般A 一般B 指名 随契
必須項目名称 タグ名称 文字種 長さ

開始予定日時 ShinseiYoteistartDate 日付 16
締切予定日時 ShinseiYoteiendDate 日付 16

調達案件窓口電文リスト AnkenmadoguchiList
調達案件窓口電文（入札説明書説明請求窓口） Ankenmadoguchi
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
部局名称 BukyokuName 全半角 60
課係名称 KakakariName 全半角 60
窓口名称 MadoguchiName 全半角 60
役職 Yakushoku 全半角 60
氏名 TantoShimei 全半角 40
電話番号 TantoTel 半角 25

調達案件窓口電文（参加資格無し理由請求窓口） Ankenmadoguchi
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
部局名称 BukyokuName 全半角 60
課係名称 KakakariName 全半角 60
窓口名称 MadoguchiName 全半角 60
役職 Yakushoku 全半角 60
氏名 TantoShimei 全半角 40
電話番号 TantoTel 半角 25

調達案件窓口電文（非落札理由請求窓口） Ankenmadoguchi
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
部局名称 BukyokuName 全半角 60
課係名称 KakakariName 全半角 60
窓口名称 MadoguchiName 全半角 60
役職 Yakushoku 全半角 60
氏名 TantoShimei 全半角 40
電話番号 TantoTel 半角 25

受注者情報リスト JuchushaList
受注者情報 Juchusha
受注者番号 JuchushaNo 数字 16
登録番号 TorokuNo 数字 16
紙入札者フラグ KaminyusatsushaFlag 数字 1

○ ○ ○
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■入札結果(電子入札－工事管理) 別紙４－２

一般Ａ 一般Ｂ 指名 随契
案件情報リスト AnkenJohoList

案件情報コントロール AnkenJohoCtl
案件情報 AnkenJoho

調達案件番号 AnkenNo 数字 60 ○ ○ ○ ○
調達機関番号 KikanNo 数字 7 ○ ○ ○ ○
部局番号 BukyokuNo 数字 6 ○ ○ ○ ○
課係番号 KakakariNo 数字 6 ○ ○ ○ ○
事務管理番号 JimukanriNo 数字 4 ○ ○ ○ ○
担当者コード ShokuinNo 数字 16 ○ ○ ○ ○
調達案件名称 AnkenName 全半角 256 ○ ○ ○ ○
所在地 Shozaichi 数字 2 ○ ○ ○ ○
入札方式番号 NyusatsuNo 数字 7 ○ ○ ○ ○
業種区分 KoshuType 数字 7 ○ ○ ○ ○
資格区分 ShikakuType 数字 3
調達区分 ChotatsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
本官・分任官フラグ PostFlag 数字 1 ○ ○ ○ ○
入札公告日時 KokokuDate 日付 16 ○ ○ ○ ○
入札公告文ＵＲＬ KokokuUrl 半角 100
入札説明書文ＵＲＬ NyusatsuUrl 半角 100
提出要請書ＵＲＬ YoseiUrl 半角 100
入札説明期限 SetsumeiKigen 日付 16
履行期限開始日時 RikoStartDate 日付 16
履行期限終了日時 RikoEndDate 日付 16
工事または納入場所 KaisatsuBasho 全半角 100
等級区分 TokyuType 数字 5
工事または案件内容 GyomuNaiyo 全半角 200 ○ ○ ○ ○
申請書・入札書同時提出フラグ DojiFlag 数字 1
予定価格事前公開フラグ JizenFlag 数字 1 ○ ○ ○ ○
内訳有無フラグ UchiwakeFlag 数字 1 ○ ○ ○
ＶＥ案件フラグ VeFlag 数字 1 ○
合併区分 GappeiType 数字 1
親調達案件番号 OyaAnkenNo 数字 60
ＪＶ発注区分 JvHachuType 数字 1
契約担当官官職名 KeiyakuKanshoku 全半角 40 ○ ○ ○ ○
契約担当官部局名 KeiyakuBukyoku 全半角 60 ○ ○ ○ ○
契約担当官課係名 KeiyakuJimusho 全半角 60
契約担当官役職名 KeiyakuYakushoku 全半角 50 ○ ○ ○ ○
契約担当官氏名 KeiyakuShimei 全半角 40 ○ ○ ○ ○
政府調達フラグ WtoFlag 数字 1
申請書等要否 ShoumeiFlag 数字 1
予定価格単位 PaymentType 数字 1
審査時期 ShinsaTerm 数字 1
複数落札フラグ FukusuRakusatsuFlag 数字 1
物品数量 BupinSuryo 数字 20
落札方式区分 BidsuccessfulMethodType 数字 1 ○ ○ ○ ○
総合評価 EvalutionName 全半角 2000
評価項目名称１ EvalutionName1 全半角 32
評価項目名称２ EvalutionName2 全半角 32
評価項目名称３ EvalutionName3 全半角 32
評価項目名称４ EvalutionName4 全半角 32
評価項目名称５ EvalutionName5 全半角 32
評価項目名称６ EvalutionName6 全半角 32
評価項目名称７ EvalutionName7 全半角 32
評価項目名称８ EvalutionName8 全半角 32
評価項目名称９ EvalutionName9 全半角 32
評価項目名称１０ EvalutionName10 全半角 32
総合評価点満点 SogohyokaTenManten 数字 9
総合評価計算式ＩＤ SogohyokaShikiId 数字 2
総合評価計算式番号 SogohyokaShikiNo 数字 2
入札説明書回答期限日 NyusatsuSetsumeiKigen 日付 16
予定契約案件フラグ YoteiKeiyakuAnkenFlag 数字 1
電子入札併用フラグ DensinyusatsuHeiyoFlag 数字 1
営業品目コード EigyohinmokuCd 数字 6
地域区分コード ChiikikubunCd 数字 8
公告掲載日 KokokukeisaiDate 日付 16
公告掲載終了日 KokokukeisaiEndDate 日付 16
証明書等受付締切日 SyomeisyoUketsukeDate 日付 16
終了予定日時 EndYoteiDate 日付 16

必須項目名称 タグ名称 文字種 長さ
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一般Ａ 一般Ｂ 指名 随契
必須項目名称 タグ名称 文字種 長さ

終了日時 EndDate 日付 16
ＰＫＧ予備０１ PkgYobi01 全半角 256
ＰＫＧ予備０２ PkgYobi02 全半角 256 ○ ○ ○
ＰＫＧ予備０３ PkgYobi03 全半角 256
ＰＫＧ予備０４ PkgYobi04 全半角 256
ＰＫＧ予備０５ PkgYobi05 全半角 256
工期または履行期限 PkgYobi06 全半角 512
ＰＫＧ予備０７ PkgYobi07 全半角 512
ＰＫＧ予備０８ PkgYobi08 全半角 512
ＰＫＧ予備０９ PkgYobi09 全半角 1024
ＰＫＧ予備１０ PkgYobi10 全半角 1024
カスタマイズ予備０１ CustomizeYobi01 全半角 256
カスタマイズ予備０２ CustomizeYobi02 全半角 256
カスタマイズ予備０３ CustomizeYobi03 全半角 256
カスタマイズ予備０４ CustomizeYobi04 全半角 256
カスタマイズ予備０５ CustomizeYobi05 半角 18
カスタマイズ予備０６ CustomizeYobi06 全半角 512
カスタマイズ予備０７ CustomizeYobi07 全半角 512
カスタマイズ予備０８ CustomizeYobi08 全半角 512
カスタマイズ予備０９ CustomizeYobi09 全半角 1024
カスタマイズ予備１０ CustomizeYobi10 全半角 1024
入札執行回数 ShikkoCnt 数字 2
見積執行回数 MitsumoriCnt 数字 2
案件状況コード AnkenJokyo 数字 2
受注者提出１回目人数 Teishutsu1Cnt 数字 4
受注者提出２回目人数 Teishutsu2Cnt 数字 4
結果登録日時 ResultRegDate 日付 16
立会担当署名付加日時 TachiaiRegDate 日付 16
執行担当署名付加日時 ShikkoRegDate 日付 16
落札者ＩＤ RakusatsujuchushaNo 数字 16
落札企業名称 RakusatsukigyoName 全半角 120
落札金額 RakusatsuPrice 数字 20
物品残数量 BupinZanSuryo 数字 20
電子抽選実施フラグ LotFlag 数字 1
中断中止再開情報 ChudanChushiSaikaiInfo 数字 2
中断事由番号 ChudanjiyuNo 数字 2
中断事由入力情報 ChudanjiyuInfo 全半角 1000
中止事由番号 ChushijiyuNo 数字 2
中止事由入力情報 ChushijiyuInfo 全半角 1000
中断執行日時 ChudanDate 日付 16
中止執行日時 ChushiDate 日付 16
再開執行日時 SaikaiDate 日付 16
決定通知書発行日時 KetteiTsuuchiHakkoDate 日付 16
予定価格 YoteiPrice 数字 20
調査基準価格 KijunPrice 数字 20
調査基準価格区分 KijunFlag 数字 1 ○ ○ ○ ○
基準評価値 KijunHyokaValue 数字 9
予定価格登録日時 YoteiregDate 日付 16
入札管理電文リスト NyusatsuKanriList

入札管理電文 NyusatsuKanri
入札執行回数 ShikkoCnt 数字 2 ○ ○ ○ ○
見積執行回数 MitsumoriCnt 数字 2 ○ ○ ○ ○
受領入札書数 BiddingCnt 数字 4
受領辞退届け数 CancelCnt 数字 4
入札（見積）受付開始予定日時 NyusatsuuketsukeStartDate 日付 16 ○ ○ ○ ○
入札（見積）開始日時 NyusatsuStartDate 日付 16
入札（見積）締切予定日時 NyusatsuYoteiendDate 日付 16 ○ ○ ○ ○
入札（見積）締切執行日時 NyusatsuEndDate 日付 16
内訳書開封予定日時 UKaifuyoteiDate 日付 16 ○ ○ ○
開札予定日時 KaisatsuyoteiDate 日付 16 ○ ○ ○ ○
開札予定日時変更理由 KaisatsuyoteiDateChangeReason 全半角 512
開札執行日時 KaisatsuDate 日付 16
ＰＫＧ予備０１ PkgYobi01 日付 16
ＰＫＧ予備０２ PkgYobi02 日付 16
ＰＫＧ予備０３ PkgYobi03 日付 16
ＰＫＧ予備０４ PkgYobi04 日付 16
ＰＫＧ予備０５ PkgYobi05 全半角 256
ＰＫＧ予備０６ PkgYobi06 全半角 256
ＰＫＧ予備０７ PkgYobi07 全半角 256
ＰＫＧ予備０８ PkgYobi08 全半角 256
ＰＫＧ予備０９ PkgYobi09 全半角 512
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ＰＫＧ予備１０ PkgYobi10 全半角 512
カスタマイズ予備０１ CustomizeYobi01 日付 16
カスタマイズ予備０２ CustomizeYobi02 日付 16
カスタマイズ予備０３ CustomizeYobi03 日付 16
カスタマイズ予備０４ CustomizeYobi04 日付 16
カスタマイズ予備０５ CustomizeYobi05 全半角 256
カスタマイズ予備０６ CustomizeYobi06 全半角 256
カスタマイズ予備０７ CustomizeYobi07 全半角 256
カスタマイズ予備０８ CustomizeYobi08 全半角 256
カスタマイズ予備０９ CustomizeYobi09 全半角 512
カスタマイズ予備１０ CustomizeYobi10 全半角 512
落札残数履歴 RakusatsuZanSuryo 数字 20
執行落札数合計 ShikkoRakusatuGoukei 数字 20
次回入札通知発行日時 SainyusatsuTsutiDate 日付 16
連絡事項 RenrakuZikou 全半角 1024
作業状況 WorkStatus 全半角 8000

調達案件品目分類電文リスト HinmokuList
調達案件品目分類電文 Hinmoku

識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
品目分類番号 HinmokuNo 数字 6 ○ ○ ○ ○

調達案件説明会電文リスト AnkensetsumeikaiList
調達案件説明会電文 Ankensetsumeikai

識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
日時 Nichiji 日付 16
場所 Basho 全半角 60
現場説明会終了日 SetsumeiEndDate 日付 16

調達案件申請日時電文リスト ShinseiDateList
調達案件申請日時電文（プロポーザル１回目申請書） ShinseiDate name="11"

識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
様式番号 YoshikiNo 数字 4 ○ ○ ○ ○
申請書等名称 ShomeiName 全半角 256
審査要否 ShinsaFlag 数字 1
説明請求期限 ShinseiSeikyuLimit 日付 16
申請自動受付フラグ AutorecFlag 数字 1
開始予定日時 ShinseiYoteistartDate 日付 16
開始日時 ShinseiStartDate 日付 16
締切予定日時 ShinseiYoteiendDate 日付 16
締切日時 ShinseiEndDate 日付 16

調達案件申請日時電文（資格/プロポーザル２回目申請書）ShinseiDate name="12"
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
様式番号 YoshikiNo 数字 4 ○ ○ ○ ○
申請書等名称 ShomeiName 全半角 256
審査要否 ShinsaFlag 数字 1
説明請求期限 ShinseiSeikyuLimit 日付 16
申請自動受付フラグ AutorecFlag 数字 1
開始予定日時 ShinseiYoteistartDate 日付 16 ○ ○
開始日時 ShinseiStartDate 日付 16
締切予定日時 ShinseiYoteiendDate 日付 16 ○ ○
締切日時 ShinseiEndDate 日付 16

調達案件申請日時電文（プロポーザル１回目通知書） ShinseiDate name="21"
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
様式番号 YoshikiNo 数字 4 ○ ○ ○ ○
申請書等名称 ShomeiName 全半角 256
審査要否 ShinsaFlag 数字 1
説明請求期限 ShinseiSeikyuLimit 日付 16
申請自動受付フラグ AutorecFlag 数字 1
開始予定日時 ShinseiYoteistartDate 日付 16 ○
開始日時 ShinseiStartDate 日付 16
締切予定日時 ShinseiYoteiendDate 日付 16 ○
締切日時 ShinseiEndDate 日付 16

調達案件申請日時電文（資格/プロポーザル２回目通知書）ShinseiDate name="22"
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
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様式番号 YoshikiNo 数字 4 ○ ○ ○ ○
申請書等名称 ShomeiName 全半角 256
審査要否 ShinsaFlag 数字 1
説明請求期限 ShinseiSeikyuLimit 日付 16
申請自動受付フラグ AutorecFlag 数字 1
開始予定日時 ShinseiYoteistartDate 日付 16 ○ ○
開始日時 ShinseiStartDate 日付 16
締切予定日時 ShinseiYoteiendDate 日付 16 ○ ○
締切日時 ShinseiEndDate 日付 16

調達案件窓口電文リスト AnkenmadoguchiList
調達案件窓口電文（入札説明書説明請求窓口） Ankenmadoguchi name="nyusatsu"

識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
部局名称 BukyokuName 全半角 60 ○
課係名称 KakakariName 全半角 60
窓口名称 MadoguchiName 全半角 60 ○
役職 Yakushoku 全半角 60
氏名 TantoShimei 全半角 40
電話番号 TantoTel 半角 25

調達案件窓口電文（参加資格無し理由請求窓口） Ankenmadoguchi name="sankashikaku"
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
部局名称 BukyokuName 全半角 60 ○
課係名称 KakakariName 全半角 60
窓口名称 MadoguchiName 全半角 60 ○
役職 Yakushoku 全半角 60
氏名 TantoShimei 全半角 40
電話番号 TantoTel 半角 25

調達案件窓口電文（非落札理由請求窓口） Ankenmadoguchi name="hirakusatsu"
識別タイプ ShikibetsuType 数字 2 ○ ○ ○ ○
部局名称 BukyokuName 全半角 60 ○ ○ ○ ○
課係名称 KakakariName 全半角 60
窓口名称 MadoguchiName 全半角 60 ○ ○ ○ ○
役職 Yakushoku 全半角 60
氏名 TantoShimei 全半角 40
電話番号 TantoTel 半角 25

受注者情報コントロールリスト JuchushaCtlList
受注者情報コントロール JuchushaCtl

受注者電文 Juchusha
受注者番号 JuchushaNo 数字 16 ○ ○ ○ ○
登録番号 TorokuNo 数字 16 ○ ○ ○ ○
企業名称 KigyoName 全半角 120 ○ ○ ○ ○
企業郵便番号 PostNo 半角 8
企業住所 KigyoAddress 全半角 120
部署名 BushoName 全半角 60
代表者氏名 DaihyoName 全半角 70
代表者電話番号 DaihyoTel 半角 25
代表ＦＡＸ DaihyoFax 半角 25
ICカード取得者住所 AddressIcShutokusha 全半角 120
代表メールアドレス DaihyoMail 全半角 100
連絡先名称 RenrakusakiName 全半角 120
連絡先氏名 RenrakusakiShimei 全半角 40
連絡先住所 RenrakusakiAddress 全半角 120
連絡先電話番号 RenrakusakiTel 半角 25
送信先メールアドレス GyoshaMail 半角 100
連絡先郵便番号 YubinNoRenrakusaki 半角 8
連絡先ＦＡＸ番号 RenrakusakiFax 半角 25
紙入札者フラグ KaminyusatsushaFlag 数字 1 ○ ○ ○ ○
JV区分 JVFlag 数字 1
JV名称 JvName 全半角 120

受注者状況管理電文 JuchushaJokyo
参加表明書審査結果 HyomeishoKekka 数字 1
申請書等審査結果 ShinseishoKekka 数字 1
選定通知書発行回数 SenteihakkoCnt 数字 2
申請書等審査結果通知書発行回数 ShinseihakkoCnt 数字 2
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一般Ａ 一般Ｂ 指名 随契
必須項目名称 タグ名称 文字種 長さ

申請書等提出回数 ShinseisyotoCnt 数字 2
再提出区分 RepresentFlag 数字 1
ＶＥ提案可否フラグ VeKahiFlag 数字 1
ＶＥ提案書提出フラグ VePresentFlag 数字 1
入札状況 NyusatsuStatus 数字 2
受注者状況管理 JuchushaStatus 数字 2
資格審査結果 ShikakuKekka 数字 1
低価格調査実施フラグ LowchkFlag 数字 1
電子抽選対象フラグ LotFlag 数字 1
参加意思確認書受付票参照区分 SankauktksanshoType 数字 1
選定通知書参照区分 SenteitsutisanshoType 数字 1
申請書等受付票参照区分 ShinuktksanshoType 数字 1
申請書等審査結果通知書参照区分 ShimetsutisanshoType 数字 1
見積依頼通知書参照区分 MitsusanshoType 数字 1
案件変更通知書参照区分 AnkentsutiType 数字 1
中断通知書参照区分 ChudantsutiType 数字 1
中止通知書参照区分 ChushitsutiType 数字 1
再開通知書参照区分 SaikaitsutiType 数字 1
参加意思確認書受付票発行日時 SankauktkDate 日付 16
選定通知書発行日時 SenteitsutiDate 日付 16
申請書等受付票発行日時 ShinuktkDate 日付 16
申請書等審査結果通知書発行日付 ShimetsutiDate 日付 16
見積依頼通知書発行日時 MitsuDate 日付 16
案件変更通知書発行日時 AnkentsutiDate 日付 16
参加表明書提出日時 SankahyomeiDate 日付 16
申請書等提出日時 ShinseishotoDate 日付 16
中断通知書発行日時 ChudantsutiDate 日付 16
中止通知書発行日時 ChushitsutiDate 日付 16
再開通知書発行日時 SaikaitsutiDate 日付 16

入札管理入札書電文リスト NyusatsuList
入札管理入札書電文 Nyusatsu

入札書管理電文 NyusatsushoKanri
入札執行回数 ShikkoCnt 数字 2 ○ ○ ○ ○
見積執行回数 MitsumoriCnt 数字 2 ○ ○ ○ ○
辞退フラグ JitaiFlag 数字 1
紙入札フラグ PaperFlag 数字 1
受領フラグ JuryoFlag 数字 1
受付票通知番号 TsuchiNo 数字 80
開札日時 KaisatsuDate 日付 16
入札金額 NyusatsuPrice 数字 20
順位表１位フラグ TopFlag 数字 1
くじ番号 LotNo 数字 3
入札数量 NyusatsuSuryo 数字 20
落札者フラグ RakusatsuFlag 数字 1
落札数量 RakusatsuSuryo 数字 20
立会確認フラグ TachiaikakuninFlag 数字 1
評価点 HyokaTen 数字 9
評価値 HyokaValue 数字 9
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■契約結果(工事管理－入札情報) 別紙４－３

Nendo 発注年度
KikanNO 入札調達機関番号
BukyokuNO 入札部局番号
KakakariNO 入札課係番号
KikanNOkia 起案調達機関番号
BukyokuNOkia 起案部局番号
KakakariNOkia 起案課係番号
KikanNOsho 承認調達機関番号
BukyokuNOsho 承認部局番号
KakakariNOsho 承認課係番号
KoukuNO 工区番号
KeiyakuNO 契約番号
HenkouCount 契約変更回数
KeiyakuDate 契約日
AnkenName 調達案件名称（工事名）
KoujiBashoName 工事場所
KojiGaiyo 工事概要
NyusatsuNO 入札方法
KoshuType 工種区分
ChoutatsuType 調達区分
RikoStartDate 履行期限開始日時
RikoEndDate 履行期限終了日時
KeiyakuKigyoName 契約業者名
KeiyakuPrice 契約金額
ZuikeiRiyuu 随意契約理由
RenkeiFlag データ連携フラグ
KoukaiSDate 公開開始日時
KoukaiEDate 公開終了日時
OKDate 承認日時（画面入力値）
ShouninDate 最終承認日時
KousinDate 最終更新日時
TourokuDate 登録日時
ShouninID 最終承認者ＩＤ
KousinID 最終更新者ＩＤ
TourokuID 登録者ＩＤ
KoukaiFlag 公開状況フラグ
SakujoFlag 削除フラグ ○ 半角 1

○ 半角 1
○ 半角 20

半角 20
半角 20

○ 半角 14
半角 14
半角 14
半角 14

○ 半角 14
○ 半角 14
○ 半角 1

全角 30
半角 12
全角 30
半角 14
半角 14

○ 半角 2
○ 半角 7
○ 半角 8(7)

全角 200
全角 30

○ 全角 60
○ 半角 14
○ 半角 2
○ 半角 26
○ 半角 2
○ 半角 6
○ 半角 6
○ 半角 7
○ 半角 6
○ 半角 6
○ 半角 7
○ 半角 6
○ 半角 6
○ 半角 7
○ 半角 4

タグ名 日本語項目名 必須 全角/半角 桁数
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■有資格者名簿(業者管理－入札情報) 別紙４－４

データ発信日時 DataTS 数字 14 14 ○
処理モードフラグ ModeFlag 数字 1 1 ○
承認調達機関番号 KikanNOsho 数字 1 7 ○
承認部局番号 BukyokuNOsho 数字 6 6 ○
承認課係番号 KakakariNOsho 数字 6 6 ○
業者登録番号 GyoshaNO 数字 20 20 ○
営業所番号 EigyoshoNO 数字 1 4
許可番号 KyokaNO 数字 1 20 ○
業者名称 GyoshaName 全角/半角 1 Free ○
業者名称かな GyoshaKana 全角(かな) 0 Free
業者名称かな五十音検索用 GyoshaInitK 全角(かな) 1 2 ○
営業所名 EigyoshoName 全角/半角 0 Free
営業所かな EigyoshoKana 全角(かな) 0 Free
業者郵便番号 YubinNO 符号/数字 0 8
業者住所 GyoshaAddr 全角/半角 0 Free
本店所在地 HontenAddr 全角/半角 0 Free
管轄分類区分 KankatsuCD 数字 0 1
業者電話番号 GyoshaTel 符号/数字 11 20
業者ＦＡＸ番号 GyoshaFax 符号/数字 11 20
代表者職名 DaihyoClass 全角/半角 0 Free
代表者氏名 DaihyoName 全角/半角 0 Free
資格申請担当者氏名 TantouName 全角/半角 0 Free
資格申請担当者電話番号 TantouTel 符号/数字 11 20
資格申請担当者ＦＡＸ番号 TantouFax 符号/数字 11 20
業者台帳登録日 DaichoDate 数字 8 8
調達区分 ChoutatsuCD 数字 0 2
工種区分 ※配列０１～５０ KoushuCD01 数字 0 7
工種別ランク (工種別配列) KoushuRank01 半角英数字 0 3
工種別順位 (工種別配列) ShikakuOrder01 数字 0 4
工種別内訳区分　(内訳工種別配列) UchiwakeCD01 数字 0 10
工種別ランク内訳(内訳工種別配列) UchiwakeRank01 半角英数字 0 3
工種別順位内訳　(内訳工種別配列) UchiwakeOrder01 数字 0 4
経審Ｐ点数 (工種別配列) FormalPoint01 数字 0 4
主観増減点数 (工種別配列) AdjustPoint01 符号/数字 0 5
完成工事高 (工種別配列) JissekiGaku01 数字 0 15
完成高点数 (工種別配列) JissekiPoint01 数字 0 4
※上記　工種区分～完成高点数　までの項目（10項目）を50回繰り返す。
自己資本額 ShihonGaku 数字 0 15
自己資本額点数 ShihonPt 数字 0 4
自己資本比率 ShihonRitsu 数字 0 15
自己資本比率点数 ShihonRitsuPt 数字 0 4
従業員数 EmpNumber 数字 0 6
従業員数点数 EmpPt 数字 0 4
技術者数 TecNumber 数字 0 6
技術者数点数 TecPt 数字 0 4
営業年数 OperatYears 数字 0 4
営業年数点数 OperatPt 数字 0 4
総合ランク GeneralRank 数字 0 3
総合点数 GeneralPt 数字 0 4
環境ISO取得年月日 ISO14001Date 数字 8 8
指名停止開始日時 TeishiSDate 数字 14 14
指名停止終了日時 TeishiEDate 数字 14 14
非公開理由 Hikoukai 全角/半角 0 Free
カスタマイズ項目０１ CustmerItem01 全角/半角 0 Free
カスタマイズ項目０２ CustmerItem02 全角/半角 0 Free
カスタマイズ項目０３ CustmerItem03 全角/半角 0 Free
カスタマイズ項目０４ CustmerItem04 全角/半角 0 Free
カスタマイズ項目０５ CustmerItem05 全角/半角 0 Free
カスタマイズ項目０６ CustmerItem06 全角/半角 0 Free
カスタマイズ項目０７ CustmerItem07 全角/半角 0 Free
カスタマイズ項目０８ CustmerItem08 全角/半角 0 Free
カスタマイズ項目０９ CustmerItem09 全角/半角 0 Free

日本語項目名 英数字項目名 属性 最小桁 最大桁 必須
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■有資格者名簿(業者管理－入札情報) 別紙４－４

日本語項目名 英数字項目名 属性 最小桁 最大桁 必須
カスタマイズ項目１０ CustmerItem10 全角/半角 0 Free
公開開始日時 KoukaiSDate 数字 14 14
公開終了日時 KoukaiEDate 数字 14 14
最終承認日時 ShouninDate 数字 14 14
連携元認定等日時 OKDate 数字 14 14
登録者ＩＤ TourokuID 半角英数字 0 20
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■業者情報(業者管理－電子入札) 別紙４－５

1
16
100
1
2
1
1
1
5
5

2
4

8
120
240
120
240
16
70
80
40
80
25
25
120
1
11
11
5
5
5
5
5
5
5
5

2000
2000
2000

以下「予備１」の補足情報
所在情報

本店又は営業所区分 1
所在自治体コード 5
土木事務所コード 5

物品の製造　小売
役務の提供など　ｿﾌﾄｳｪｱ業又は情報ｻｰﾋﾞｽ業

予備３　※後述内容を参照
予備BLOB

役務の提供など　旅館業
役務の提供など　サービス業
役務の提供など　その他
予備１　※後述内容を参照
予備２　※後述内容を参照

主たる事業の種類
年間平均生産販売高
払込資本金（合計）
物品の製造　ゴム製品
物品の製造　その他
物品の製造　卸売

代表者氏名（カナ）
担当者氏名（漢字）
担当者氏名（カナ）
電話番号
ＦＡＸ番号
ＩＣカード取得者住所

住所（漢字）
住所（カナ）
商号又は名称（漢字）
商号又は名称（カナ）
代表者役職
代表者氏名（漢字）

適格組合証明日時
有効期間コード
申請年度
申請日時
受付日時
郵便番号

頭文字
定期随時区分
新規更新区分
業者種別
受付機関コード
受付番号

項目名称 長さ
更新フラグ
登録番号
発注機関番号
発注区分
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■業者情報(業者管理－電子入札) 別紙４－５
資格情報

業種 4
等級 2
工事成績点数 4
技術者継続雇用点数 3
ＩＳＯ取得点数 2
ＣＰＤＳ取得点数 2

地域貢献点数 3
研修会受講点数 2
建災防加入点数 2
建設機材保有点数 2
障害者雇用点数 3
表彰受賞点数 2
育児休業確立点数 2
消防団員加入点数 2
将来用１ #
将来用２ #
将来用３ #
将来用４ #
将来用５ #
将来用６ #
将来用７ #
将来用８ #
将来用９ #
将来用１０ #
以下「予備２」の補足情報
地域貢献評価項目１ 1
地域貢献評価項目２ 1
地域貢献評価項目３ 1
地域貢献評価項目４ 1
地域貢献評価項目５ 1
地域貢献評価項目６ 1
地域貢献評価項目７ 1
地域貢献評価項目８ 1
地域貢献評価項目９ 1
地域貢献評価項目１０ 1
地域貢献評価項目１１ 1
地域貢献評価項目１２ 1
地域貢献評価項目１３ 1
以下「予備３」の補足情報
工事成績

業種 7
工事成績 5

手持ち工事件数 2
将来用２ 5
将来用３ 5
将来用４ 5
将来用５ 5
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